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インド太平洋防衛フォーラムは、インド 
太平洋地域の軍関係者に国際的な公共討 
論の場を提供する目的で、米インド太平 
洋軍司令官が四半期ごとに発行している 
軍事専門誌です。本誌に記載されている 
意見は、当軍または米国政府の他の機関 
の方針や見解を表明するものではありま 
せん。特に記載のない限り、記事はすべて 
FORUM スタッフが著述しています。 
国防総省長官は本誌の出版が、規約条項
にしたがった国防総省の必要に応じた公
共事業を行うために必要不可欠であると
判断しました。 

IPD FORUM

当社について
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紛争解決
2019 年第 44 巻第 2 号

読者の皆様、

紛争解決を目指す 
 「インド太平洋防衛
フォーラム」 

2019 年第2四半期版へ 
ようこそ。 

インド太平洋諸国は継続的
に、国際的な規範と基準、 
そして法律に従い紛争を平和的 
に解決することに取り組んで
います。同盟諸国と提携諸国
は共に協力することで、紛争
の拡大と再発を防止し、従来

型か非従来型かを問わず、高まる脅威に対処して地域の安全性を高める 
ことができます。   

従来型のアプローチではハイブリッド戦の拡散を抑制することがほとんど 
不可能であることを考慮に入れ、今号の FORUM では米国陸軍のアーサー 
・トゥラーク（Arthur Tulak）退役大佐が抑止における新しいアプローチ 
をご紹介しています。南シナ海における中華人民共和国（中国）の領有 
権主張に基づく勢力拡大およびウクライナが主権を主張するクリミア半島
のロシアによる実効支配が主な例として取り上げられています。代理戦争
から宣伝攻勢に至るまで、こうした権威主義国家は平和と危機の間の 
 「グレイゾーン」でハイブリッド戦略を適用し、そして軍事資産を展開して
領土上の利益を占有・保持しています。今日の作戦・情報環境において 
効果的に抑止政策を実施する上での課題、そしてどのようなハイブリッド
戦の示威行動が将来的な地域の権力均衡に影響をもたらす前兆となるかに
ついてトゥラーク退役大佐が考察します。

今号には、ハイブリッド戦により引き続き地域の安全性が複雑化すると
いう前提に基づく記事も掲載されています。また、調査記事では、中国が
どのように世界最大の経済スパイ（一種のハイブリッド戦）大国に成り上
がったか、またあからさまな知的財産、企業秘密、技術データの窃盗に 
より政治的敵対心がどのように煽られるかについて検証しています。南太平 
洋における中国の攻撃性と強制力に対抗するために同盟国と提携国が取る
べき措置に焦点を当てた啓蒙的な記事にもご注目ください。今号では、 
巨大都市における多次元統合作戦の重要性も強調されています。

こうした記事により、紛争予防に関する地域間の議論が活発になれば 
幸いです。皆様からのご意見をお待ちしています。FORUM スタッフ 
 （ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

よろしくお願いいたします。

インド太平洋の行方IPDF

インド太平洋防衛フォーラム
プログラムマネージャー、 

本社： USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI 96861 USA

ipdefenseforum.com
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ipdf@ipdefenseforum.com
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米国陸軍、中将
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米国空軍、少将
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ステファン・T・ケーラー 
 （STEPHEN T. KOEHLER）

米国海軍、少将
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議論に参加
ご意見をお聞かせください！

インド太平洋防衛フォーラムは、インド太
平洋地域の軍隊と安保問題に関連する人々
を対象に提供しています。四半期発行の本
誌は、米インド太平洋軍司令部の産物であ
り、反テロから国際協力や自然災害まで、
地域全体の安全保障に対する取り組みに影
響を及ぼすトピックに関し、詳細なコンテ
ンツを高品質で提供しています。 

FORUM は思慮深い議論を活発にし、健
全な意見交換を促進することを目的と
しています。記事や写真、議論のトピ
ック、またはその他のコメントをオン
ラインで当誌までお寄せください。ま
たは、以下までご連絡ください。

プログラムマネージャー
インド太平洋防衛フォーラム
本社： USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI  
96861-4013 USA

インド太平洋防衛フォーラムは広範にわ
たるトピックを掲載し、毎日新しい記事
が更新されています。以下のアドレスで
ご覧ください。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは次が可能です：
n オンライン限定コンテンツへのアクセス
n バックナンバーの閲覧
n フィードバックの送信
n 定期購読のリクエスト
n 記事の提出方法の詳細説明

数多くの命に影響を与える問題を探究

COL.(RET.)アーサー・トゥラーク（ARTHUR 
TULAK）退役大佐は、ジョージア工科大学ジョ
ージア科学技術研究所（GTRI）の研究教員
で、米インド太平洋軍 J81 のパールシティ拠点
に勤務。電子戦と情報作戦（IO）の専門家協
会であるオールド・クロウズ協会（AOC） 
ハワイ支部の副会長を務める。ボスニア、 
コソボ、アフガニスタンにおける作戦を支援 

する幹部として、情報作戦、教義開発、野戦に15年間従事した
軍歴を持つ。中央アジア、欧州、インド太平洋の戦域における
さまざまな陸軍の統合司令部および連合軍司令部に勤めた経歴
もある。10 ページに掲載

マーク・ジュリアンヌ（MARC JULIENNE）
は、パリに所在するフランス国立東洋 
言語文化研究所（INALCO）でアジア研究 
と中国研究を専攻し、国際関係の修士号
を取得している。博士論文提出志願者 
かつパリに所在するアジアセンターの準専 
任研究員（2年契約）。中国の安保政策、
軍事問題、外交政策などの研究に焦点を

当てている。24 ページに掲載

MAJ.GEN.ジョン・R・ボズウェル（JOHN R. 
BOSWELL）少将は、ニュージーランド陸軍 
参謀長。1984 年に陸軍に入隊し、広範にわた 
る国際的な兵役に従事。アンゴラ、東ティモ 
ール、中東において国連と共に作戦を展開し 
た経験を持ち、2010 年 4 月に上級ナショナル 
オフィサー（National Officer）および指揮官 
として配属されたアフガニスタンのバーミヤ 

ーンにおけるニュージーランド地方復興チームの功績が称えられ 
DSD（Distinguished Service Decoration）を受賞。最近の軍歴 
として、戦略管理の責任者（陸軍、2010 年〜 2012 年）、陸軍副参
謀長補佐官（2012 年 3 月〜 6 月）、統合部隊司令部 CPLO（Chief 
Plans Officer）（2012 年〜 2014 年）、戦略コミットメント＆エン
ゲージメント参謀長補（2016 年〜 2018 年2 月、インド国立国防 
大学での在籍前）が挙げられる。46 ページに掲載

寄稿者IPDF
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CAPT.ロバート・T・ヘンドリクソン（ROBERT 
T. HENDRICKSON）大尉は、米国沿岸警備
隊第14管区対応部局長を務め、西太平洋と 
中部太平洋全域の日常的捜索・救助、法執行、 
海上汚染対応、および国土安全保障活動を 
監督。37 年にわたる米国沿岸警備隊での経験を 
備えるベテランの帯勲者。国家 SAR 学校 
 （National Search and Rescue School）の主任講

師、米国沿岸警備隊の漁政プログラム副主任、米国海洋 
大気庁（NOAA）渉外担当者などの役職を担う。42 ページに掲載

サロッシュ・バナ（SAROSH BANA）は、インド
のムンバイに所在するビジネス・インディ 
ア（Business India）編集長。防衛と安保、 
サイバーセキュリティ、宇宙、エネルギー、
環境、外交、食糧・農業、海運と港、都市と
農村の開発について幅広い記事を執筆してい
る。ハワイに所在するイースト・ウエスト・
センター（EWC）のジェファーソン・ 

フェロー。EWC協会理事会の会計/書記を務める。54 ページに掲載



2018 年 9 月、日本の宇宙探査機から 2 機の 
小型ローバーが分離された。これは小惑星に着陸 
し、太陽系の起源の手がかりを探る任務を果た
すことになる。

宇宙航空研究開発機構（JAXA）の発表に 
よると、小惑星探査機「はやぶさ 2 」から分離さ 
れた2機の「Minerva-II-1」ローバーは小惑星 
 「リュウグウ」に着陸した。同小惑星探査機は
2018 年 6 月に、地球から約 2 億 8,000 万キロ離れ
た小惑星の近くに到着している。

「はやぶさ 2 」は小惑星から 55 メートルの 
位置まで接近してローバーを分離した後、1 分間 
待機し、リュウグウの中心から約 20 キロ上空の
ホームポジションに戻った。宇宙航空研究開発
機構は分離が成功したと発表している。

 「はやぶさ」プロジェクトチームの報道担当者、 
久保田孝教授は、太陽光発電で駆動されるロー
バーの電圧が急落したことから、リュウグウ 
が日陰に入ったと考えられると話している。

プロジェクトマネージャーの津田裕一氏は、
「高い希望に満ちている」とし、「写真を見て心
が躍るような気持ちになった。リュウグウの表面
から臨む宇宙の姿を見たい」と語っている。

それぞれがクッキー缶大のローバーは、後に
より大型のローバーと着陸船が放出されるまで同
小惑星の画像を撮影し、表面温度を測定すること
になる。同小惑星は重力が非常に弱いことから 
走行が困難なため、ローバーは一度に最大15 
メートルまで「ホッピング移動」する。宇宙航空
研究開発機構によると、ソーラーパネルと電力が
持続する限り、ローバーは移動を継続できる。 
AP 通信

ローバーで

小惑星を探査

日本

災害 
救援
予算を倍増

018 年に一連の大規模自然災害により 3 つの広
大な群島が壊滅的な被害を受けたインドネシア
は、2019 年、その災害救援予算を 15 兆ルピア 

 （1,060 億円/ 10 億 6,000 万米ドル相当）に倍増すると
発表した。
スラウェシ島、ロンボク島、西ジャワ州、スマトラ島 

で発生した津波や地震により 3,000 人以上の死者が出
たこの東南アジアの国にとって、2018 年は過去10 年
の中で最悪の年となった。
地震が多発する環太平洋火山帯にまたがるインド

ネシアでは、地震や火山噴火、津波、そして地滑り、
洪水、山火事などの局地的な災害が頻繁に発生する。
同国財務省のヌフランサ・ウィラ・サクティ

（Nufransa Wira Sakti）報道官によると、5兆ルピア
が復旧と復興に割り当てられ、10 兆ルピアが災害 
救援のために確保される。
インドネシアのジョコ・ウィドド（Joko Widodo）

大統領は、防災教育と救援対策に一層の資金が投入さ
れる予定であると述べている。
ウィドド大統領は 2019 年第1回目の閣議で、「当国 

の災害が起こりやすい地理的条件を考えると、あら 
ゆる自然災害に対処するため、警戒を緩めず、回復力
があり反応が早い準備態勢を整える必要がある」と語
っている。
同大統領はまた、防災対策を国立学校のカリキュラム 

に盛り込み、現在は機能していない全国的な早期津波
警報システムを新たに整備することを提案している。

2018 年、同国財務省は2019年に災害復旧資金を
調達するための新規戦略を開始する計画を発表してい
る。これには、「キャットボンド（大災害債券）」の
発行が含まれる可能性がある。中央政府は国の資産に
災害保険をかけ、影響を受けた地域に利用できる災害
リスクファイナンスの手段を確立すると考えられる。
ロイター

2

インドネシア
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2018 年 10 月下旬、
高さ 182 メートル
に及ぶ世界最大の
像の落成式が 

インドで開催された。これは 
インド独立の英雄を形取っ
た像である。

インドの国旗を表す緑、
オレンジ、白の花火を背景
に空軍のジェット機が飛行
し、ヘリコプターから彫像
に向けて放たれた花びら 
が舞う中、インドのナレ 
ンドラ・モディ（Narendra 
Modi）首相がサルダール・
ヴァッラブバーイー・パテ
ール（Sardar Vallabhbhai 
Patel）へのオマージュを 
正式に発表した。

1947 年の独立後に多く
の藩王国をインドに帰属さ
せたヴァッラブバーイー・
パテールの「戦略的思考」、 
そして「統一の像」を 
 「インドの工学力と技術力の 
象徴」として称えたモディ

首相は、「今日はインドの
歴史に残る日である」と述
べている。

299 億ルピー（400 億
円/4億米ドル相当）を 
かけ、完成までに約 4 年の 
月日を要した同彫像は、
約 10 万トンのコンクリー
トと鋼で創られている。

1947 年以来、ヴァッラ
ブバーイー・パテールの 
名前はインドの政治を支配し 
てきたネルー・ガーンディ
ー王朝の陰に隠れる格好と
なっていたが、モディ首相
の影響を受けた民族主義等
が、この国民的英雄を再度
最前線に押し出そうと考え
たわけである。

高さ世界第 2 位の像は中
国に所在する 128 メートルの
魯山大仏だが、このヴァッ
ラブバーイー・パテール像
は魯山大仏が小人に見える
ほどに巨大な彫像である。

同彫像により、グジャラ 
ート州の最寄りの都市ヴァ
ドーダラーからおよそ 100 
キロも離れたこの辺ぴな場所 
に 1 日 1 万 5,000 人の観光客
を誘致することをインド 
当局は意図している。 
フランス通信社

インド

英雄の像
そびえ立つ

018 年 9 月、与党・自由民主党を率いる安倍 
晋三首相は圧倒的勝利で再選し、向こう 3 年間再 
度国家首脳として国を舵取りする道を切り開い

た。今後も軍隊がより自由に活動できるように憲法改
正を推進していくと考えられる。
安倍首相は以前から米国が起草した日本の平和主義憲

法の改正を追求しているが、今回の圧倒的な勝利により、
同首相の行動がより大胆になる可能性がある。しかし、今
も乗り越えなくてはならない障害はかなり大きく、これを
推し進めることで政治家人生が危険に曝される可能性も 
ある。安倍首相は勝利演説で「皆さん方と共に憲法改正に
取り組んでいきたいと考えている」と述べている。
安倍首相は前任期の経験を活かして政策目標を 

追求し、戦後日本外交の「総決算」をすることで、 
日本の平和を確実なものとすると述べ、「新しい日本
を作っていこう」と呼びかけた。

2012 年 12 月以来首相を務めてきた安倍首相は、党
の統治を固めており、2021 年 8 月には日本で最も長く
首相の地位を確保した人物となる。日本の高齢化と 
人口減少への対処や皇位継承制度、そしてすでに 2 回見送 
った消費税率の 10％への引き上げなど、同首相は 
いくつかの政策課題を抱えている。
国際社会が北朝鮮非核化に向けて取り組む中、 

安倍首相は金正恩（Kim Jong-un）最高指導者と会談
し、数十年に及ぶ北朝鮮の日本人拉致問題を含む 
両国の紛争を解決することを望んでいる。また、地域 
においてますます強引になる中国への対処という 
課題にも直面している。AP 通信
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ニー・ピクチャーズ エンタテインメン
ト（Sony Pictures Entertainment）に
対してハッキング行為を行っただけで
なく、WannaCry（ワナクライ）ラン

サムウェア攻撃により 150 ヵ国でウイルスをコン
ピュータに感染させ、英国の医療システムの一部
を破壊するという壊滅的なサイバー攻撃を実施し
た容疑に基づき、2018 年 9 月、米国当局は北朝鮮
政府の下で働くコンピュータプログラマーを訴追
したと、連邦検事が発表した。

何年にもわたる捜査の後にロサンゼルスの 
連邦裁判所が明らかにした告発内容によると、 
北朝鮮にいると考えられているパク・ジニョク 
 （Park Jin Hyok）には、バングラデシュ銀行から 
の 81 億円相当（8,100 万米ドル）ドルの窃盗を 
含む一連の攻撃を企てた容疑もかけられている。
米国は北朝鮮政府が資金提供しているハッキング
組織に同容疑者が所属していたと考えている。

以前、米国政府は 2014 年に発生したソニーへ
のハッキング攻撃は北朝鮮によるものと発表し
ている。同攻撃により、社会保障番号、財務記
録、給与情報、さらには上層幹部の間で交換さ

れたばつの悪い電子メールなど、従業員に関す
る機密個人情報が大量に公開されることになっ
た。また、「ANNIE/アニー」を含む 4 本の 
未公開映画およびブラッド・ピット出演の公開映画 
 「フューリー」が不正に公開されたことでソニー
に及ぼされた損失は数千万ドルに上っている。

FBI（連邦捜査局）は 2017 年に発生した
WannaCry サイバー攻撃も北朝鮮の仕業である
と長い間疑惑を抱いていた。同攻撃では、マル
ウェアを使用して世界各地の病院、工場、政府
機関、銀行、他の企業における何十万台にも 
及ぶコンピュータのデータを侵害するという手段 
が用いられている。

ロサンゼルスのトレーシー・ウィルキソン
（Tracy Wilkison）筆頭検事補は、「同事例
で実施された犯罪行為は容認できるものではな
い」と述べている。さらに、「北朝鮮政府が糸
を引く同陰謀は、米国と英国の言論の自由を潰
そうとするものである。世界各地の銀行を襲
い、マルウェアによる無差別攻撃でコンピュー
タを麻痺させて医療サービスの提供を妨害し
た」と主張している。

ソ

北朝鮮人容疑者を

訴追
容疑はソニーへのハッキング
攻撃および WannaCry 
ウイルス攻撃 記事＆写真提供：AP 通信

テロリストの最新情報IPDF
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ドナルド・トランプ（Donald Trump）米大統領と
北朝鮮の金正恩（Kim Jong-un）最高指導者の歴史的な
首脳会談が開催される 4 日前に当たる 2018 年 6 月 8 日、
米国検事団は秘匿扱いで起訴状を提出した。起訴状を
秘匿扱いとした理由はさまざま存在し、シンガポール
における米朝首脳会談の脱線を回避することが目的
ではないと、検察側は主張している。

ウィルキソン検事補は、「これは米朝首脳会談と
も、非核化とも無関係である」と説明している。

ソニーに対するハッキング行為は、セス・ローゲン 
とジェームズ・フランコ主演で金最高指導者の暗 
殺計画をコメディタッチで描いた映画「ザ・インタ
ビュー」に対する報復であると米国当局は考えてい
る。ソニーは映画視聴者に対する脅威を考慮して 
映画の劇場公開は中止したが、YouTube や他の 
サイトを通じてオンライン公開している。

ロッキード・マーティン（Lockheed Martin）および 
韓国に所在する他の企業を含む米国の防衛関連 
企業にスピアフィッシングという電子メール攻撃を
仕掛けたときも、同ハッカー等はソニー攻撃時と 
同じエイリアスとアカウントを使用している。

刑事告訴によると、同ハッカー等は 2014 年 
から 2018年の間に複数の攻撃を仕掛けて、世界各地の 
銀行から1,000 億円（10億米ドル）以上の窃盗を企 
てており、現在も捜査は継続されている。

当局によると、同ハッカー等は技術業界や仮想
通貨産業、さらには学術機関や電気事業者も標的
にしている。

FBI のジェニファー・ブーン（Jennifer Boone） 
特別捜査官は、「同事例を見れば、個人か中小企業か 
大企業かに関わらず、誰もが注意を払う必要がある
ということが分かる」とし、「同告訴で使われてい
る『水飲み場』や『バックドア』といった用語は 
威嚇的には聞こえないかもしれないが、実際にはコン 
ピュータシステムや人々の生活に大被害を与える 
悪意あるサイバー技術を用いた水飲み場型攻撃や 
バックドア型ウイルスを指している」と説明している。

サイバーセキュリティ専門家等による
と、WannaCry攻撃の一部には、「ラザルスグルー
プ」 と呼ばれるハッカー集団が以前に配布した 
マルウェアと同じコードが用いられていた。

告発内容によると、パク容疑者は中国の大連を拠点
とする朝鮮万博合弁会社（Chosun Expo Joint Venture）
のプログラマーチームに所属している。FBI は同社を
「政府のダミー会社」と表現している。

北朝鮮の登録ウェブサイトによる説明では、同社
は2002 年に設立された同国「初のインターネット会
社」となっている。

2015 年時点の朝鮮万博合弁会社ウェブサイトに
は、ゲーム、ギャンブル、電子決済、画像認識 
ソフトウェアに特化した会社と説明されている。 
多くの点で、これは先駆的な情報技術の能力と顧客 
満足度を誇る典型的なテクノロジー企業のように
見える。インターネットのアーカイブ記録による

と、2016 年 7 月までに同社ホームページから北朝鮮
との関連についての記述が削除されており、その後
サイト自体が消失している。

米国司法省が北朝鮮出身とされるハッカーに対して
刑事責任を追及したのは今回が初の事例となる。近年、
米国企業へのサイバー攻撃を援助する他の国家の面目を
潰して当該行為を止めさせることを目的として、同省は
中国、イラン、ロシアのハッカー等を訴追してきた。

たとえば、2014 年にバラク・オバマ（Barack 
Obama）政権では、米国企業に対して一連のデジタル
侵入を働いた容疑で中国の軍事ハッカー5人を訴追し
た。トランプ大統領の下でも同様の逮捕事例が続いて
いる。2018年 12 月、米国はコンピュータ侵入と電信詐
欺を企てた陰謀および個人情報窃盗を悪化させた容疑
がかけられている中国人ハッカーの朱華（Zhu Hua）容
疑者と張士龍（Zhang Shilong）容疑者に対する起訴状

を公開した。同容疑者等は APT10（Advanced Persistent 
Threat 10）と呼ばれるハッカー集団の一員である。

2 ヵ月前にも、中国の諜報部員およびその下で働
くハッカー等が、商業用ジェットエンジンに関する
情報窃盗の企てを含む商業スパイの容疑で訴追され
ている。起訴状には、南京に本拠を置く中華人民共
和国国家安全部の外国諜報部門に勤める役人2人 
および他 6 人の被告が名を連ねている。容疑はターボ 
ファンエンジン技術の窃盗である。

イランにも影響は及んでいる。米国
は 2018 年 3 月、何百校もの米国と外国の大学、並び
に数十に及ぶ米国の企業や政府機関の知的財産を狙
ったイランのハッカーネットワークに対する刑事 
告発を発表している。

ソニーに対するハッキング事件を受け、米国 
財務省はパク容疑者を制裁リストに加えた。これにより、 
同容疑者または朝鮮万博合弁会社は米国で事業を営
む銀行で口座を所有できなくなる。年齢不詳のパク
容疑者は、コンピュータ詐欺罪と電子通信詐欺罪と
いう 2 件の容疑がかけられており、有罪判決が下り
れば最大 25 年の懲役が科される可能性がある。

2018 年 9 月、 
北朝鮮政府の命令 
により一連の 
壊滅的なサイバー 
攻撃を実施した
容疑に基づき、
米国政府はコン
ピュータプログ
ラマーのパク・
ジニョク容疑者
を訴追した。
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抑止力の
大国間紛争の復活により、ぼやける
「紛争」と「平和」の境界
アーサー・トゥラーク（ARTHUR TULAK）退役大佐/米国陸軍

今日の世界は戦争状態ではないが、真の平時とも
言えない。外交問題評議会（CFR）のオンライン
Global Conflict Tracker（14 ページ）を見ると、21
世紀の安保環境の複雑性と範囲を視覚的に理解でき
る。これには 25 件の進行中の紛争が示されている。
このうち 6 件が米国の戦略的利益に重大な潜在的 
影響力を持つと評価されており、別の 6 件が領土紛争 
として特徴付けられている。これには共産主義の 
中国とロシアが他国の領有権や海上主権を主張する
ことで発生している紛争は含まれているが、同様の
未解決紛争がすべて含まれるわけではないため、 
現在発生している紛争および潜在的な紛争の数は 
実際にはもっと多いことになる。

2017 年 12 月に発行された米国国家安全保障戦略
（NSS）および 2018 年 3 月に発行された国家防衛戦略
では、国家間の競争と紛争に対する国家の焦点が明確
化され、効果的な抑止の必要性が強調されている。

新たなアプローチでは、現在の世界秩序を弱体化
および打倒することを目指す大国の攻撃的な行動と
政策への対処として、「抑止」が再び優先事項とし
て取り上げられている。 

抑止に対する新たな関心は、安保環境の悪化と 
平行して高まりを見せている。これは、予想される敵 
が内線の優位性を持って活動し、ますます近代化さ
れている有能な戦闘システムで守勢を固めるといっ
た状況において、絶えず変化する「複雑な世界」と
米国陸軍が表現している環境である。勢力を復活し
た修正主義のロシアに北大西洋条約機構（NATO）
が直面している欧州では、北大西洋条約機構が戦争
を防止するための抑止の役割を再検討していること
で、必然的に抑止に再度焦点が当てられるようにな

新時代

東京東部に当たる千葉県船橋の習志野演習場
で地対空誘導弾 PAC-3 形態（Patriot Advanced 
Capability-3）ミサイル発射車輌を警備する陸上
自衛隊の兵士AP 通信
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った。インド太平洋においては、米国およびその同盟
国と提携国が協力を図り、近隣諸国を犠牲にしながら
中国が実施している東方への勢力拡大および軍事的手
段による空中・海上の主権主張の高まりの阻止に取り
組んでいる。

2017 年の米国国家安全保障戦略には中国、ロシア、
北朝鮮、イランの順番で米国の潜在的敵対者が一覧さ
れており、米国の戦略、作戦、戦域への接近、戦闘 
概念、武器システムに対抗するように構成された主要
軍事能力が上記すべての国で著しく強化されている。
同様に、米国国務省と米国国際開発庁（USAID） 
の共同戦略計画は、法治に基づく国際秩序が中国 
により脅かされていると示唆している。

米軍の教義によると、世界中で「平和と戦争の区別
が不明瞭になる作戦を実施することで、従来型の抑止
の測定基準を適用するのが困難となる」ハイブリッド
戦を用いることで、武力紛争の敷居にまで達しない状
態で米国同盟を破壊し、米国の同盟国と安保提携国を
破ることを目論むニア・ピア（同等に近い敵）に米国
は直面している。  

2017 年の米国国家安全保障戦略では、米国の安全と
繁栄の妨害を試みながら、米国の権力、影響力、利益
に挑む国に一貫して中国とロシアが挙げられている。
また、同国家安全保障戦略は、両国を「修正主義国」
として特徴付け、「インド太平洋地域から米国を追
放」することを追求する国として中国を名指ししてい
る。2018 年 3 月に発表された米国統合参謀本部の 
 「統合活動の結合概念（Joint Concept for Integrated 
Campaigning）」によると、両国に共通する特徴として、 
軍事目標を達成することを目的とし、直接的な 
軍事対応および潜在的な大規模軍事紛争が引き起こされ 
る閾値に達しない状態で、平時の競争においてハイブ
リッド戦を用いることが挙げられる。ランド研究所の
マイケル・マザー（Michael Mazarr）アナリストは、
潜在的な米国の敵が米国の能力に追い付き、攻撃的な
領土征服を企て続けている現状を考えると、「実際に
大規模な戦争が発生するリスクはかつてないほどに高
い」と述べている。

ハイブリッド戦
ハイブリッド戦に言及した初の戦略文書は、2015 年
に発表された米国国家軍事戦略である。同文書で
は、領土支配を含む従来的な軍事目標を達成するた
めに、正規戦、不正規戦、法執行機関、犯罪組織、
情報戦、メディア戦、さらにはテロ手段および 
軍隊、準軍事組織、傭兵軍、非軍事組織により意図的 
に実行される方法を組み合わせた軍事戦略として 
ハイブリッド戦が説明されている。ハイブリッド戦の 
狙いは、国家目標と公式な関与の曖昧性を増加し、
もっともらしい否認を提供することで不確実性を生
み出すことにある。ハイブリッド戦により、適切な
対応方法に関する相手の意思決定が複雑化し、効果
的な対応の調整が遅延する。

2018 年 8 月 29 日、ウクライナ東部で進行中の紛争に 
より死亡したウクライナ人兵士を象徴する十字架を 
キエフの在ウクライナ・ロシア大使館前に供える 
ウクライナ人兵士   AP 通信

2018 年 4 月、近隣諸国を震撼させた東シナ海での実
戦演習の一環として、多数の J15 戦闘機が搭載された
中国初の可動空母「遼寧」フランス通信社
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このように、ハイブリッド戦を展開する国々は、
より大規模な軍事紛争を引き起こさないように巧み
に構成された方法で作戦を遂行する。ジム・マティス 
元国防長官が述べているように、今日の修正主義 
国および凶悪な政権は「汚職、略奪的な経済慣行、
宣伝攻勢、政治的な転覆、代理戦争、そして脅迫や
武力行使により事実を歪ませる手段」といったハイ
ブリッド戦の手法を導入している。 

中国とロシアの戦略に見られるように、ハイブリッ 
ド戦では代用や代理手法と共に、情報戦、転覆、強要、 
不正規戦を企てる軍隊、準軍事組織、非軍事組織の
組み合わせを利用することで、在来型の抑止努力を 
混乱させて回避する。米国の「統合活動の結合概念」 
では、米国を相手取る国家との間の競争は持続的か
つ永続的なものであり、敵は自国の戦略的目標を追
求するために強制力およびハイブリッド戦の手法を
継続して使用すると予測されている。

第二次世界大戦以来初めて、こうした独裁政権 
は欧州と太平洋の舞台で同時に軍事的手段による 
領土征服を達成することを追求している。世界最大の 
外洋型浚渫船を使用する中国は、中国沿岸からはる
か遠くに離れた ASEAN（東南アジア諸国連合）加
盟国の排他的経済水域の岩礁を埋め立てて人工島を
建設した。ハイブリッド戦で人工島を確保した中国
は、戦略爆撃機に活用できる滑走路と頑強な戦闘機

シェルターを建設し、対空ミサイルや対艦ミサイル
などを配備している。同事例の最も有名な例として
スカボロー礁が挙げられる。同礁はフィリピンの 
首都マニラからわずか 354 キロの地点に位置している 
が、最も近い中国沿岸からは 2,658 キロも離れてい
る。かつてフィリピン漁業者の漁場であった同水域
は、現在、中国人民解放軍海軍が遠方から監督する
同軍の海上民兵および中国人民武装警察部隊の中国
海警局が哨戒している。中国が西沙諸島（パラセル
諸島）と南シナ海に存在する他の前哨基地を広範に
わたり軍事化していることで、同地域における緊張
が高まっている。 

欧州では、ロシアが 2014 年にウクライナから 
クリミアを奪うためにハイブリッド戦を用い、ウクラ 
イナ東部のドンバス地域で暴動を起こして反乱を煽
った。同紛争でロシアは標的・偵察機能を強化する
ために精巧な電子戦兵器と無人航空機（UAV）、 
そして近代的な戦車、さらには高度な対空ミサイル 
システムを配備している。2014 年、分離独立派とし 
てロシア兵士が用いたこれらのミサイルシステムに 
よりマレーシア航空第17便が撃墜されたことで、298 
人の搭乗客が死亡した。ジェーンズ・ディフェンス 
 ・ウィークリー（JDW）誌が報じたところでは、ロ
シアは他地域でもハイブリッド戦を推し進めてお
り、シリアで傭兵を使用して米軍に対する地上攻撃

世界の紛争リスト

米国の利益に対する 
影響

重大

顕著

軽度

出典：外交問題評議会（CFR）予防行動センター（CPA）、2018 年 11 月 
https://www.Cfr.Org/interactives/global-conflict-tracker#!/Global-conflict-tracker
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を実施している。また、米国航空機に対する電子戦 
攻撃が高まっている。 

前述のハイブリッド戦の事例に関して非常に懸念
される事柄として、軍事作戦でハイブリッド軍隊を用
いて地上を確保した後、中国とロシアが上記のような
精巧な軍事能力を展開して領土を占領したという事実
が挙げられる。それぞれの国はその後続いて、 
ますます拡大する距離環に沿って戦闘力を予測し、 
接近阻止・領域拒否（A2/AD）戦略により戦闘地積管理を 
拡張しながら、危機における米軍の配備を遅延させ、 
複雑化する多面的戦略を用いている。 

ハイブリッド戦では上記のような方法を用いて敵
は領土支配を着実に達成する。そして、武力衝突が 
発生すれば、戦場の配置を戦闘上の優位性が得られるよ 
うに変更する。こうした斬新な方法に「通常兵器によ
る抑止」の概念を適用することはできない。

グレイゾーン 
前述の例を考えると、イデオロギーの相違において 
米国は中国とロシアとの新たな対立に巻き込まれている 
ことは明白である。これは、あからさまな持続的軍事
行動が存在せず、外交関係も中断する必要のない対立
である。武力紛争を阻止することを目的として構成さ
れている在来的な通常兵器による抑止では、中国と 
ロシアが成功裏に採用したハイブリッド戦を阻止できな 
かった。

抑止戦略の失敗は一見、ハイブリッド戦により 
領域を奪取して戦闘地積を支配し、続いて接近を拒否す 
る兵器システムの配備により接近阻止・領域拒否戦略
を実施する敵により必然的に発生した連続的サイクル
のように見える。これはまた、米国の同盟国と安保提
携国の強さと結束を攻撃する安定的な情報活動により
支えられている。米国およびその同盟国は、抑止を通
して同サイクルを打ち砕く高い必要性に迫られてい
る。しかも、この取り組みは競争（平時）段階で実行
する必要がある。新たな国家安全保障戦略はこれを 
考慮に入れ、今日の抑止が「冷戦中に比べて、達成する 
のが著しく複雑である」ことを強調している。

21 世紀の新しい安保環境により、「抑止の見直しの
必要性」という新たな条件がもたらされた。米国陸軍 
および海兵隊はこれを「戦略的目標を達成するために、
紛争の敷居にまで達しない状態で敵が実行する行動、 
および米国と同盟国が対応可能な状態となる前に、攻撃的 
な措置を実行して迅速に利益を獲得できる敵の能力の両
方により、米国における通常兵器による抑止の有効性が
問題となっている」環境と定義している。 

上記の方法を使用する国々はハイブリッド戦の 
手段と方法を導入して機会を搾取する一方で、同時に
ハイブリッド戦を展開した行動および加担犯としての
責任を回避できることから、見直しの必要性に迫られて 
いる抑止の概念に関しては、政治的な転覆、情報戦、
ハイブリッド戦、不正規戦が通常兵器による抑止に及
ぼす影響を集中的に検討する必要がある。

米国の対応の選択肢
ブルッキングス研究所のアナリストが「提案された 
行動により発生するリスクとコストが獲得を目指す利益 
をはるかに上回る場合に潜在的な敵を説得して阻止す
る」抑止政策と説明するように、通常兵器による抑止
の概念は単純明快である。抑止の枠組について説明す
るランド研究所のマザール研究員は、これは直接的か
拡大的、一般的か緊急的のいずれかになる可能性が 
あると述べている。直接抑止は米国およびその領土や
所有物に対する敵の攻撃を防止する行動を特徴とし、
拡大抑止は米国の同盟国・提携国に対する攻撃と侵略を 
阻止することを目的とするものである。有能な部隊に
よる信頼性の高い戦力投射に依存し、危険に曝されて
いる味方または提携国を補強する必要のある拡大抑止
には直接抑止よりも困難性が伴う。朝鮮戦争や砂漠の
盾作戦のように、米国の拡大抑止が失敗すると、その
後に高価な戦争が続くことになる。マザール研究員に
よると、一般抑止は競争段階または非危機的状況に 
おける定常的な取り組みである。これとは対照的に、
緊急抑止とは危機段階と見なされる差し迫った攻撃を防 
ぐ短期的かつ緊急の取り組みである。競争段階で一般
抑止を実行して、部隊と能力を前方展開することで、
危機に対応して緊急抑止を実施できる熟練即戦力を 
提供することができる。 

2017 年、ランド研究所の上級政治学者であるクリ
ストファー・チビス（Christopher Chivvis）博士が 
米国下院軍事委員会で証言したところでは、ハイブリッ 
ド戦の抑止に関していくつかの教訓がすでに生まれて
いる。第一に、軍事力だけではハイブリッド戦略を 
阻止することはできない。効果的な抑止を実践するに
は、外交や対外援助といった非軍事的取り組みと能力
が必要になると、専門家等は主張している。第二に、
たとえ迅速に配備したとしても、単に紛争地域に軍を
配備するだけではハイブリッド戦の戦闘行動に十分対
応することはできない。これは、目的を達成するため
の米国の意思決定を敵が意図的に遅延かつ混乱させ、
米国の味方が何らかの影響を与えることができる状態
となる前に、敵が行動を「ノーマーク」で展開するた
めである。

第三に、ハイブリッド戦略というものは、現在 
 「競争段階」として知られている平和と危機の間のグレ 
ーゾーンを巧みに利用して行動の幅を調整しながら、
迅速な軍事的対応が必要な危機と認識されるほどの軍
事力を使用して戦闘地積全体で休みなく進行する。

 「統合活動の結合概念」では、「武力紛争の敷居に
まで達しない状態の競争には、激化と抑止について 
異なる考え方を適用する必要がある」と説明されて 
おり、競争段階における軍事作戦の「抗争、対抗、 
改善」という 3 つの枠組が提示されている。たとえば、 
今日ではサイバー攻撃の影響を防御または軽減するこ
とが可能となっているが、抑止の場合は全形態の 
サイバー攻撃を防止するという不可能な試みを行うのでは 
なく、（個別またはより大きな活動の一環として）標
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的の主体の行動を形成し、一定の閾値を超えた 
行動を抑止することに集中する必要がある。 

同枠組において効果的に構成されているよう
に、ハイブリッド戦と接近阻止・領域拒否によ
り特徴付けられる複雑な世界での抑止は、競争
段階で軍事作戦と活動を実施することで達成で
きる可能性がある。敵による目的の達成を阻止
して全体的な戦略的立場を改善する取り組み、
敵によるさらなる利益の獲得を防止する取り
組み、および敵対的な行動に対抗する取り組み
は、リスクを管理しながら可能な限り最良の 
戦略的結果（政策目標）を実現することを目指す 
ものである。

通常戦力を使用して米国の同盟国・提携国 
の在来型の能力と不正規な能力を強化し、敵 
が支配を企んでいる地域または空間で活動す 

ることで、競争段階における防止努力を達成 
できると考えられる。米陸軍訓練教義コマンド 
 （TRADOC）は同アプローチを「敵が拒む 
空間を対立空間に変える能力および作戦的距離
かつ戦略的距離から操作する能力を実証するも
の」と説明している。

静的な戦闘力姿勢モデルだけではハイブリッド
戦を十分に抑止することができないため、この複
雑な環境では敵対的な行動に対抗する抑止努力に
は可観測行動が必要となる。攻撃性を打ち負かす
ためには、ハイブリッド戦を用いる作戦上のアプ
ローチを可能とする敵のシステムを積極的に混乱
させる必要がある。

骨の折れる作業
敵の前進を阻止する必要性が発生した場合、 

現代における抑止の伝来 
の概念は、ドイツの 
境界線および韓国の境界 

線に沿った冷戦最前線の「凍結さ 
れた紛争」により例示される。ランド 
研究所による 2008 年の報告書 
では、抑止が再び米国の国家安保
および防衛戦略において再度注目
されるようになることが予測され
ており、同等の敵やニア・ピア 
 （同等に近い敵）、地域的な権力、 
暴力的な非国家主体に対抗できる
効果的な抑止政策を開発するには
冷戦の抑止の論理を理解するこ 
とが不可欠であると記されている。 
 「凍結された紛争」の特徴として、 
近接域、縦深域、後方域の 3 つの 
交戦領域におけるよく認識され 
た戦闘地積の配置の中で戦闘に 
従事するように準備された前方 
駐留の通常戦力が挙げられる。 
こうした配置では戦術的、戦域的、 
戦略的な核力により支えられた
通常戦力が敵を追い詰める形態
となる。
北大西洋条約機構とワルシャワ 

条約機構軍の場合は、北はバ

ルト海、南は地中海にまで広が
り、陸軍組織の部門にまとめら
れて鉄のカーテンで区切られた
広範な戦場が焦点であった。戦争 
物資と警戒態勢を整えた前方
駐留の軍隊が、戦争計画を実践
し、有事即応態勢を実現するた
めに年次演習を実施した。これは 
また、非武装地帯（DMZ）に沿
って朝鮮人民軍に対し韓国軍と
在韓米軍が作戦を遂行できるよ
うにするための米韓連合司令部
のモデルでもある。こうした冷
戦の戦場は、隣接して明確に定
義された空間、そして大抵は封
じ込められた戦場のパターンに
適合する。こうした戦場は、最
前線に無対立の空間がないため
に作戦行動の余地がほとんどな
い。いずれの場合も、国境・軍
事境界線は「前方防衛」陣地に
おける防御の最前線となる。   
「凍結された紛争」の冷戦の

戦場では最前線に動きは見られな
い。欧州での冷戦でも終結まで静止 
したままで、これは今日の朝鮮
半島にも言えることである。アジ

ア、アフリカ、南アメリカ、中央
アメリカでは、対立空間が時折の
激発や主戦場近隣におけるデモ、
そして代理戦争で埋め尽くされ
た。対照的に 21 世紀の安保環境
の最前線は流動的である。これは
不正規戦およびハイブリッド戦の
手段と方法により境界が変化する
ためであり、その都度在来型の軍
事力および接近阻止・領域拒否
戦略による保護および防御行動
が発生する。 
冷戦の産物である朝鮮半島の

非武装地帯を除き、インド太平洋
における現在の戦闘地積には非常
に遠方に所在する勢力が関与して
いるという特徴がある。米国海軍
による航行の自由作戦、領有権主
張による対立、および自国の領有
権を支持して物理的な支配を主張
しようとする国の取り組みに見ら
れるように、こうした軍隊間の 
戦闘地積または競争空間の大部分は 
紛争状態にある。こうした環境で
は、敵は自国のハイブリッド戦の
規則に従って行動できる多くの 
機会が得られる。

複雑かつ微妙な積極性を伴う抑止
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米国およびその同盟国と提携国は、単なる戦力と
能力を実証する以上のアプローチを用いてハイ 
ブリッド戦に対抗する必要がある。敵の前進を阻
止するには、敵の支配領域または敵が支配し得る
領域を対立空間に変えなければならない。敵による 
ハイブリッド戦展開またはあからさまな武力衝突
の開始を効果的に抑止するには、米国およびその
同盟国と提携国が平時の競争段階で敵のシステム
を破る必要がある。

ロシア連邦軍参謀総長のワレリー・ゲラシモ
フ上級大将の意見によると、現在ロシアは米国
およびその同盟 NATO と恒久的な対立状態に 
ある。2018 年11 月 26 日、アゾフ海と黒海を結ぶ 
ケルチ海峡に平穏に入ろうとしたウクライナ海軍 
艦船 3 隻に対してロシア連邦保安局（FSB）の 
監視船が発砲して艦船を拿捕した事態では、 
いわゆる「ゲラシモフ・ドクトリン」の典型的な 
ロシアの攻撃性が浮き彫りとなった。ケルチ海峡 
はロシアとウクライナの間で緊張が高まってい
る水域である。AP 通信の報道によると、露保安局 
の監視船が非対称の武力でウクライナ海軍艦船

を攻撃したことで、ウクライナ人乗組員2人が 
負傷した。ウクライナの乗組員は拘束され、 
艦船は拿捕されている。 

インド太平洋では、米国とその同盟国を非難する
非常に「冷戦型思考」を示す共産主義の中国により
緊張が高まっている。オーストラリアのニューズ・
コーポレーションが報じたところでは、中国軍事の
最高指導者の場合、一部の軍事司令部視察中に習近
平（Xi Jinping）主席は自国軍隊の大将と将官等に対
して「戦争の準備」をし、国際水域における米国の 
 「航行の自由作戦（FONOP）」に対抗する勢力を結
集するよう求めている。2018 年 9 月 30 日、米海軍の
「ディケーター」に対する中国人民解放軍海軍の 
蘭州級駆逐艦「旅洋」による攻撃的な行動により、
軍事行動に関する習主席の脅迫が現実のものとな 
った。2018 年 10 月の Maritime Executive（マリタイム 
・エグゼクティブ）誌によると、中国によるこの 
危険な行動は「海上における衝突の予防のため国際
規則に関する条約（COLREG）」および 2014 年に
中国も合意した「海上衝突回避規範（CUES）」に
違反するものである。

今後の方向性 
最新の安保、防衛、外交
戦略一式により、米国は
敵対的な行為に対抗する
首尾一貫した枠組を備え
ている。同方針を実施し
て同戦略を実現するため
には、より強力な戦力を
含む資源がもっと必要に
なる。世界は以前より
も複雑化し、変動しやす
く、そして不確実かつ曖
昧になっている。当時統
合参謀本部議長を務めて
いたマーティン・デンプ
シー（Martin Dempsey）
大将は、今日の世界的な
安保環境は「40 年間の任
務で経験した中で最も予
測不可能である」と述べ
ている。それゆえ、軍隊
専門家および市民が常に
状況を把握することが安
全性を維持する上での必
須条件となる。o

2017 年 3 月、南シナ海で定期
的に実施されている「航行の自
由」演習中、空母「カール・ヴ
ィンソン」の艦橋で監視を行う
米国海軍水兵ロイター
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追求
購買力、窃盗、スパイを活用して技術的優位性を獲得する中国

FORUM スタッフ

米国政府の報告書によると、国際規範に 
反する方法で機密技術情報や企業秘密 
の窃盗を試みる中華人民共和国（中国）
が経済侵略政策を追求していることで、 
知的財産（IP）の安全性が脅かされ、

世界経済が危険に曝されている。
同報告書「How China’s Economic Aggression 

Threatens the Technologies and Intellectual Property of 
the United States and the World（仮訳：中国の経済攻
勢が米国や世界の技術・知財をいかに脅かすか）」に
よると、中国は防衛産業の発展を含め、自国の将来的
な経済成長の推進に役立つ新興のハイテク産業を狙っ
ていると、通商製造政策局（OTMP）は考えている。

2018 年 6 月の報告書には、「急速な経済成長を遂げ
て世界第 2 位の経済大国に成り上がった中国は、産業
基盤を近代化し、グローバル・バリューチェーン 
 （GVC）を拡大している」および「しかし、この成長
の大部分は国際規範や規則に反する攻撃的な行動、 
政策、慣行（総称して「経済侵略」という）により達成 
されたものである」と記されている。

国家防諜安全保障センター（NCSC）による
報告書、2018 年「Foreign Economic Espionage in 
Cyberspace（仮訳：海外からのサイバー空間における
経済スパイ活動）」によると、中国の戦略的目標は 
包括的な国力、技術革新主導の経済成長モデル、および 
軍隊の近代化を達成することにある。米国政府の報告
書によると、こうした目標を達成するために、中国の
産業政策は世界各地から技術および知財を「導入し、
消化し、吸収し、再革新する」ことを目指している。

 中国の方法には国家ぐるみの知財窃盗、サイバー
スパイ、輸出規制法の回避、偽造、海賊行為が含まれ
ていると、同報告書には記されている。米中経済安全
保障問題検討委員会（USCC）によると、「中国は米

国企業に対して商業スパイ活動を行っていると考えら
れる。これには、人を潜入させ、米国企業の情報シス
テムに体系的に侵入して知財を窃盗し、その価値を 
減じることで、劇的な低価格で獲得するという手段が含 
まれる」。

中国は民間企業および政府による技術革新を対象 
として同企みを実施している。独立系の「米国知的財
産権窃盗に関する委員会」は、主に中国の知財窃盗 
により年間 22 兆 5,000 億円相当（2,250 億米ドル） 
から 60 兆円相当（6,000 億米ドル）の損失が発生して
いると結論付けている。中国はまた、他のインド太平洋 
経済も狙っている。米国に拠点を置く情報セキュリテ
ィソリューション提供企業の SecureWorks は 2017 年 
10月に発表した報告書で、2012 年以来、中国を拠点と
する「ブロンズ・バトラー（Bronze Butler）」と呼 
ばれる集団が日本のテクノロジー企業の知財窃盗を試
みていると述べている。

SecureWorks の CTU（Counter Threat Unit）に 
よる分析では、ブロンズ・バトラーはコンピュータシス 
テムの未知のソフトウェアの欠陥とセキュリティの 
ギャップを悪用して、戦略的にウェブサイトを侵害して 
いる。また、信頼できる人物や事業体になりすまして
機密情報を取得するスピアフィッシングという技術を
使用している。

時に中国の機密技術情報の窃盗は軍事的用途を目的
としている。大手防衛関連企業のコンピュータネット
ワークへの侵入を試みた容疑で中国の実業家が有罪判
決を受け、2016 年7月に米国刑務所における懲役 4 年の
刑を宣告されている。この 51 歳のス・ビン（Su Bin）
は C-17 軍用輸送機、F-22 戦闘機、F-35 戦闘機に関する
計画を含む事機密情報の入手を企む中国軍当局者の計画
に参加した容疑で有罪判決を受け、46 ヵ月の懲役刑 
および 100 万円相当（1 万米ドル）の罰金刑が科された。

知的情報の
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国家安保担当のジョン・カーリン（John Carlin）
司法次官補は声明の中で、「ス・ビン容疑者の判決
は、中国人民解放軍空軍のハッカー等と共に不正 
アクセスにより米国の軍事機密情報の窃盗を企てた 
陰謀で自身が認めた部分の犯罪に対する刑罰である」 
と説明している。

ウォール・ストリート・ジャーナル紙の報道によ
ると、ほんの数年前、信用情報会社の Equifax Inc. 
 （エクィファクス）の幹部等は FBI（米国連邦捜査局） 
と CIA（中央情報局）に対して、同社が中国の企業
スパイによる被害を受けたと話している。2015 年、
当時の従業員が退社して中国に帰国する前に何千 
ページにもわたる専有情報が紛失したことで、 
同社の安保担当者が不審を抱いた。

同資料には計画されていた製品のコード、人事 
ファイル、マニュアルが含まれていた。当時、中国政 
府が自国に信用報告システムを構築する支援を 8 社
に依頼していたという事実が判明したことから、 
不審がより高まった。新聞報道によると、企業秘密
の窃盗が実際に発生したと FBI が確信していたにも
関わらず、最終的に捜査は行き詰まっている。 

中国は情報収集に多大な資金を投資している。 
米国政府の発表では、中華人民共和国国家安全部は 4 万 

人の諜報部員を海外に配備し、中国本土にも 5 万人以
上を維持している。民主主義防衛基金（FDD）の報告
書によると、同投資により、中国は国境を越えた世界
中の知財窃盗の 50％から 80％、および米国における全
サイバー対応経済スパイの 90％以上を実施している。

サイバー脅威
国家防諜安全保障センターの報告書によると、中国
はサイバースパイ活動を通じて企業秘密および専有
情報を明るみにする手段を用いて、米国の技術獲得
に向けた広範な企てを実施している。米国政府の 
発表では、企業秘密の窃盗だけでも、米国で年間 18 兆 
円相当（1,800 億米ドル）から 54 兆円相当（5,400 億
米ドル）の損失が発生している可能性がある。

民間企業および政府機関と協力して Verizon 
 （ベライゾン）が実施した 2012 年のサイバー侵入に関す 
る調査では、4 万 7,000 件を超えるセキュリティイン

シデントが分析されており、621 件のデータ開示が 
確認された。少なくとも 4,400 万件の記録が侵害されて 
いる。経済スパイに関連する開示のうちの 96％が 
 「中国の脅威主体」によるものであった。

輸出法の回避
研究と複製を目的として、中国の工作員は物理的に
自国に技術革新を持ち込む場合もある。オーラン
ド・センティネル紙が報じたところでは、2016 年 
9 月、違法に配送する、およびスーツケースに隠して
運搬するという手段で潜水艦用の部品を中国の大学
に届けた容疑を問われた中国人女性に対して、米国
の連邦判事は約 2 年間の懲役刑を宣告している。

判決当時 55 歳であったセントラルフロリダ大学の
元従業員、エイミン・ユ（Amin Yu）は、中国政府 
の下で行動していることを白状しなかった容疑およ
び中国に配送したものについて虚偽の発言をした 
容疑で追訴されている。ユ容疑者は外国代理人として 
登録せずに海外に商品を輸出した罪および国際的な
マネーロンダリングを企てた罪を認めている。米国
地方裁判所のロイ・B・ダルトン・ジュニア（Roy B. 
Dalton Jr.）判事はユ容疑者に対して懲役 21 ヵ月執行
猶予 2 年の有罪判決を宣告した。

ダニエル・イリック（Daniel Irick）検事補に 
よると、ユ受刑者はペーパーカンパニー、オフショア 
口座、偽造文書を含む陰謀の片棒を担いだと、 
オーランド・センティネル紙は報じている。同受刑者 
が関与した違法取引は 2 億 6,000 万円相当（260 万米
ドル）に及ぶ。

同受刑者は司法取引として、中国公立大学の 
ハルビン工程大学に勤務していることを認めている。 
米国政府の報告書によると、同受刑者は潜水艇、 
無人潜水艇、遠隔操作型の無人潜水艇、自律型無人
潜水艇の開発を目的として、米国企業から潜水艇の
システムと部品を取得して中国に輸出していた。

同事件により、輸出規制法を執行する国々に重
要な問題、つまり軍民両用（デュアルユース）技術
の発展に関する問題が提示されることとなった。米
国政府の報告書には、「たとえば、航空用エンジン
技術には明白な商業用途がある。中国のような戦略

Verizon（ベライゾン）は民間企業や政府機関と協力して、2012 年
のサイバー侵入に関する調査結果を作成している。同調査で

は 4 万 7,000 件を超えるセキュリティインシデントが分析されてお
り、621 件のデータ漏洩が確認された。
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的、経済的、軍事的競争相手がこれを獲得した場
合、軍事目的のために市販品が悪用される可能性が
ある」と記されている。

中国のソーシャルメディアへの侵入
他の国々の諜報機関と同様に、中国は米国のソー
シャルメディアサイトに侵入して人材を募ってい
る。2018 年 8 月、国家防諜安全保障センターのウ

ィリアム・エバニーナ（William 
Evanina）長官はロイター通信
に対して、中国政府は人気のビ
ジネスネットワーキングサイト
「LinkedIn」を自由に 
利用して、政府の情報や企業秘密へ 
のアクセス権を持つ米国市民を募
っていると話している。

中国の諜報機関職員はすでに
何千人に及ぶLinkedIn メンバーに

接触していると 
エバニーナ長官は述べており、英国当局とドイツ 
当局は以前、中国が潜在的なスパイを勧誘するた 
めにソーシャルメディアサイトを利用していると 
警告を発している。同長官は Microsoft Corp. が 
所有する LinkedIn に対して、イランおよびロシアの 
諜報機関にリンクされた偽アカウントを一掃した
Twitter、Google、Facebook 各社の対策に倣うこと
を要請している。 

米国の国家防諜安全保障センターを率いる同長
官は、「最近、Twitter はおそらく何百万件に及ぶ
偽アカウントを排除しており、当センターの要請に
より LinkedIn も同様の措置を実施することになる
であろう」と語っている。 

イラン、北朝鮮、ロシアも LinkedIn や他のプラ
ットフォームを利用して諜報関連の人材を特定して
いるが、米国情報局高官は中国が最大の脅威である
と述べている。FBI 情報部のジョシュア・スクール
（Joshua Skule）次官補は、中国によるスパイ活動
全体の約 70％は政府ではなく米国の民間部門を対象
としていると説明し、「中国は史上最速で経済スパ
イ活動を実施している」と語っている。

過去 1 年以上にわたって中国の攻撃的な活動に 
ついて警告を発してきた専門家等は、2017 年 6 月、
中国のハッカーが米国企業に明確に焦点を絞っている 
と米国上院外交委員会に報告している。活動は一時
的に鎮まったように見受けられたが、米国企業に対
するサイバースパイ活動は民間部門を対象とする  
[知財の] 大規模窃盗の企てとして「通常営業」に戻
ったようであると、ワシントン DC に拠点を置く 
シンクタンク、民主主義防衛基金のサマンサ・ラヴィ 
ッチ（Samantha Ravich）顧問は述べている。

2015 年に当時のバラク・オバマ（Barack Obama） 
米大統領と中国の習近平（Xi Jinping）主席が、 
米国と中国は両国共に商業上の利益を目的として 
 「企業秘密または他の事業機密情報を含め、サイバー 
攻撃による知財の窃盗を実行または故意に支持しな
い」との合意を結んでから、米国企業に対する中国
のハッキング行為は減速したように見えた。実際、
中国によるサイバースパイ活動に関して最初の減速
が見られたと 2016 年にサイバーインテリジェンス
企業が報告しているが、2017 年には再び急増した
ことを示す複数の報告書が発表されている。 

中国はまた、ソーシャルメディアを通じて西
ヨーロッパ諸国を狙っている。2017 年末、中国 
諜報機関が LinkedIn を利用し、おそらく情報提供者 

中国の実業家である
ス・ビン（Su Bin）
は、2016 年に F-35B ス
テルス戦闘機などの軍用
機に関する機密情報の窃
盗を企てた容疑で有罪判
決を受け、4 年近くの米
国刑務所での懲役刑を宣
告された。ロイター
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として勧誘するために少なくとも 1 万人のドイツ
人を標的にしたと、ドイツ内務省の連邦憲法擁
護庁は主張している。2018 年 6 月、中国の諜報
部員が偽のソーシャルメディアプロファイルを
使用してドイツ連邦議会の議員等に接触し、 
専門知識および内部情報と引き換 

えに金銭を申し出たと、ドイツ
の日刊新聞である南ドイツ新聞
も報じている。中国の諜報部員
は議員等を中国に招待し、圧力
をかけて情報を取得しようとし
た可能性も考えられる。

2017 年末にドイツの国内諜報
機関が発表した詳細によると、 
同ソーシャルネットワーク・ 
プロファイルは、ドイツの役人 
および政治家に関する個人情報の
収集を目的として中国の諜報機関
が偽装したものである。 

ドイツの国内諜報機関はソー
シャルメディアサイトで貴重な 
個人情報が漏洩する危険性について 
自国の公務員に警告を発し、声明
の中で「ここしばらくの間、中国
の諜報機関は LinkedIn などの 

ネットワークを利用することで、情報を抽出して
情報源を発見することを試 
みている」と述べている。 

学術界の工作員
米国政府の報告書によると、中国の工作員はそれ

ぞれの分野で名を馳せた学者、研究者、技術専門
家、科学者等を積極的に勧誘している。通常、同
策略は中国企業が買収、提携、または投資する 
ことを希望する企業の幹部を対象としている。中国 
政府が運営する人材採用プログラム「千人計画
（Thousand Talents Plan）」は、技術分野におけ
る知財権、主要技術、特許を保有している可能性
のある最高レベルの研究能力の学者等を対象と 
する政策で、多くの場合、中国は狙った人物に対し 
て自国の研究機関、研究所、大学における高給な
名誉ある地位を申し出る。

中国はまた、米国の大学やシンクタンク、 
研究所に多数の中国人学者や学生を送り込んでい 
る。米国政府の報告書によると、毎年 30 万人 
以上の中国人が米国の大学に在籍する、または米 
国の国立研究所、技術革新センター、インキュ
ベーター、シンクタンクに就職しており、中国
人大学院生の約 25％が科学、技術、工学、数学
を専攻している。また、中国政府は「将来的に
主要軍事システムにとって不可欠となる可能性
のある技術を習得することを、科学と工学を 
専攻する中国人学生に奨励することを目的とした 
プログラム」を導入したと、同報告書には記さ
れている。

2018 年 2 月、FBI のクリストファー・レイ 
 （Christopher Wray）長官は米国上院諜報活動特別
委員会に対して、中国人教授、科学者、学生等が
国内の学術センターで諜報活動を実施している 
可能性について警告しており、FBI は大学内で中国 
政府の奨学制度が絡む学術環境を監視している。
レイ長官は、一部の学術機関では、その構内で誰

下：米国海軍の
Bluefin-21 などの 
潜水艇に関する軍事
機密が、中国生まれで
フロリダ在住の女性
により中国政府に 
提供された。米国海軍

右下：中国の諜報機
関は複数のソーシャ
ルメディアネットワー
キングアプリケーショ
ンを使用して、企業 
秘密窃盗の試みを実施 
している。 
AFP/GETTY IMAGES
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が諜報活動を実施しているかを把握していないと思わ
れると指摘する。「学術界は純朴性が高いことから、
これによりそれ自体の問題が発生していると考えられ
る」と述べている。

学術界に関する懸念は米国に限ったものでは
ない。2017 年 10 月、オーストラリア保安情報機
構 （ASIO）のダンカン・ルイス（Duncan Lewis）
防衛長官はオーストラリア政府の政治家等に対し
て、オーストラリアの大学は学術環境に対する 
外国の影響を「非常に意識する」必要があると 
警告している。

ロイター通信が報じたところでは、外国勢力はオ
ーストラリアの国民、報道機関、および政府高官の 
意見を「こっそりと形成することを目的としている」
と、ルイス防衛長官は述べている。 

オーストラリア戦略政策研究所による 2018 年
10 月の報告書には、公立大学への中国侵入リスクは
実際に影響力を振るう行為よりも重大性を秘めてい
ると説明されている。今日、軍事機密が危険に曝さ
れている。2007 年以来、中国人民解放軍（PLA）
は 2,500 人を超える軍事関連の科学者と技術者に海外
留学、特に「ファイブ・アイズ（Five Eyes）」協定
国への留学を対象とした奨学制度を提供している。
ファイブ・アイズはオーストラリア、カナダ、ニュ
ージーランド、英国、米国が結んでいる情報共有 
協定である。

同報告書には、「オーストラリアに渡った少なく
とも 17 人を含め、何十人にも上る中国人民解放軍の
科学者等がその軍隊との関係を隠して、ファイブ・
アイズ協定国および欧州連合に渡り、極超音速ミサ
イルや航海技術などの分野に従事している。こうし

た国々は中国を安保同盟国とは見なしておらず、 
むしろ諜報活動における主要敵対国と考えている」
と記されている。

また、中国人民解放軍は学術環境で軍事機密を
収集するプロセスを「外国の花を摘み取り、中国で
蜂蜜を作る」作業と表現していると、報告書は述べ
ている。

知財の購入
中国が技術的優位性を獲得する 1 つの方法として、 
その資金力を利用する手段が挙げられる。中国政府
の代理として働く人員は、M＆A（合併/買収）や 
創業資金の援助、そしてベンチャー企業の資金調達
といった手段を用いて世界各地のハイテク産業を 
戦略的に狙っている。

米中経済安全保障問題検討委員会（USCC）に 
よると、2016 年に米国で行われた買収の 96％を中国の 
投資が占めている。2017 年上半期においても、その
傾向は変わらず、米国における中国の投資は買収全体
の 97.6％を占めている。 

比較的新しい現象として、中国がベンチャー企業
や新興のテクノロジー企業に資金を提供するベンチャ
ー資金取引に、積極的に取り組んでいる状況が挙げら
れる。米国国防総省が発表した「China’s Technology 
Transfer Strategy: How Chinese Investments in 
Emerging Technology Enable A Strategic Competitor 
to Access the Crown Jewels of U.S. Innovation（仮訳：
中国の技術移転戦略：新興技術への中国の投資に
より、戦略的な競争相手がどのように米国の革新技
術のクラウンジュエルにアクセスできるようになる
か）」によると、2009年に設立されて以来、中国を
拠点とするベンチャーキャピタルファンド「創新工
場 （Sinovation Ventures）」は 1,200 億円相当（12 億米
ドル）の資金を蓄え、人工知能を扱うプロジェクトに
取り組む 25 社を含む約 300 社のスタートアップ企業に
投資している。創新工場は穀歌（Google China）の元
幹部、李開復（Kai-Fu Lee）により設立された投資 
会社である。

中国が同技術を取得する 1 つの方法として、 
米国の破産裁判所に目を付けるという手段が挙げられる。 
2018 年 10 月に米公共ラジオ局（NPR）が伝えた 
ところでは、中国企業は半導体のような価値のある 
技術を製造する中小企業を狙っている。また、中国企業 
は米国企業との合弁事業を設立することで、対米外国
投資委員会（CFIUS）の精査を回避できることを認識
している。 

米国政府の報告書は中国によるベンチャー投資
に関連付けられるリスクについて警告している。
同報告書には、「中国が投資を行っている技術
は、人工知能、自律車両、拡張現実、仮想現実、
ロボット工学、ブロックチェーン技術など、将来
的に米国の技術革新の基盤となるものばかりであ
る。さらに、上記の技術は今日の米軍の技術的 
優位性をさらに発展させるために米国国防総省が
関心を持っている技術の一部でもある」と記されて 
いる。o
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新疆ウイグル自治区における

差別
政策

マーク・ジュリアン（MARC JULIENNE）

裏目に出る可能性が高い中国による弾圧

AP 通信
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最近、中華人民共和国（中国）は、主 
に少数派のウイグル人とカザフ人の 
イスラム教徒が拘束されている新疆ウイ 
グル自治区西部の「再教育訓練所」に
関する報告を断固として否定した。 

中国の胡联合（Hu Lianh）共産党幹部は国連人種差
別撤廃委員会（CERD）に対して、新疆ウイグル 
自治区には「恣意的抑留」も「再教育訓練所」も存在 
しないと宣言している。中国外務省の華春瑩（Hua 
Chunying）報道官は、新疆ウイグル自治区の強制 
収容所に関する報告は「根拠のない未証明かつ無責任 
な『情報』に基づいている」と述べている。

しかし、地方自治体の公文書、写真や衛星画像、 
また多くの証言など、事実に基づく文書や公開資料は
非常に多く存在しており、当該資料によれば中国の 
主張は正しいものではない。エイドリアン・ ゼンツ 
 （Adrian Zenz）、ライアン・サム（Rian Thum）、 
ジェシカ・バッケ（Jessica Batke）、ショーン・チャン 
 （Shawn Zhang）などの国際的な学者等による学術的方
法論に基づく優れた研究調査は、新疆ウイグル自治区
の現実を解明する上で非常に役立っている。

収容所の存在に関する考察に決着が付いたところ
で、中国の同政策により中国自体の利益において可能
性のある影響について以下に検証する。

簡単に言えば、中国の目標は大規模な監視体制と 
「脱過激化」システムを通して、過激主義、分離主義、
テロリズム（3つの悪勢力）に対抗することにある。 
同戦略は成功しないどころか、これによりウイグル人 
および他のイスラム教徒少数派の決定的な疎外が発生し、 
国内外で急進主義が劇的に悪化する可能性がある。

中国では 2013 年と 2014 年にテロが激増し、全国 
各地で何百人もの死傷者が出た。中国国外では、数千人 
のウイグル人戦闘員が 2013 年以来シリアで武装活動 
を行っており、最終的に究極の敵である新疆ウイグル
自治区の中国当局と戦うことを目指して訓練に励んで
いる。2015 年以降は中国でテロ攻撃がほとんど発生し
ていないことから、中国のテロ防止作戦は功を奏して
いると言える。テロの減少の要因は、新疆ウイグル 
自治区各所に張り巡らせた保安機構にある。中国は 
同国史上最も厳格な、おそらくは世界のどの地域よりも 
厳しい監視体制を敷き、警察および軍関係者が新疆 
ウイグル自治区の通りや田園地帯を常に監視・巡回し
ている。インターネット監視、顔認識、音声認識、統
合CCTV カメラ、DNA 記録などの技術を新しい監視
要素として活用している。さらに「教育による改心」
作戦の名の下、膨大な数（少なくとも数十万人）のイ
スラム教徒の中国市民を拘束している。抑留者等は 
 「宗教的過激主義と暴力的テロイデオロギーに感染 
している」社会の要素を脱過激化するために設置 
された新しい収容所に拘禁されている。

これは表面的には効果的に見えるが、中国は必然的
にこの過酷な行動の代償を支払うことになる。

第一に、過激主義と分離主義が水面下でより強力に
成長する可能性が挙げられる。現在の保安機構では 
テロを試みても直ちに鎮圧されるため、テロによる暴力 
が発生する可能性は低い。しかし、文化的アイデンテ
ィティと宗教的信念が迫害・抑圧されたと感じる人々
の知情意の中で宗教的過激主義の観念がより強く成長
する可能性がある。

第二に、ウイグル人に対する中国の政策により、
すでに世界中のウイグル・ディアスポラおよび非政
府の人権擁護団体が刺激され、政府に圧力をかけて
いる。この問題については、国連も中国に反する
姿勢を取っている。中国に害を及ぼすために誤情報
を積極的に広めていると米国や西側諸国の報道機関
を非難する前に、中国政府は新疆ウイグル自治区の
状況に関する十分な情報を開示して透明性を高める
べきである。実際のところ、国際社会における中国
の評価を主に損ねているのは、西側諸国の報道機関
が伝えるニュースではなく（情報の大部分は国際的
な学者等によって暴露されている）、それはむしろ
2018 年 8 月 13 日に国際連合人権高等弁務官事務所 
の国連人種差別撤廃委員会が強制するまで中国が同
問題に関する質問への応答を提供しなかったという
事実が主な要因である。「中国は新疆ウイグル自治
区における全民族集団の人権を常に尊重・保証して
おり、全民族集団における市民の自由と権利を保護
している」および「同民族の信仰の自由は完全に 
保証されている」とする中国側の発言は、国際舞台に 
おける中国政府の信用を落とすだけである。

第三に、中国の行動はまた、世界各地の過激派を 
も刺激していることが挙げられる。ウイグル族の 
分離独立を目指す武装組織「トルキスタン・イスラム 
党（TIP）」が中国国外のアフガニスタン、パキスタ
ン、シリアで活動している。南アジアや中央アジアの
ウイグル人とカザフ人の間で中国に対する憤りが発生
することで、トルキスタン・イスラム党およびイスラ
ム国（ISIL）などの他の組織にメリットがもたらされ
る。戦闘員を募りやすくなるためである。中国は特に
中央アジアやパキスタンなどの海外で多くのインフラ
プロジェクトを実施しているが、新疆ウイグル自治区
に居住する仲間の民族や宗教集団が受けている仕打ち
への復讐として、テロリスト等がこうした場所を狙う
可能性がある。

中国政府の利益という観点から新疆ウイグル自治
区の状況を分析しても、イスラム教徒の大規模な弾圧
を実施することで中国が受ける恩恵があるとは考え難
い。こうした種類の政策により、国内の異人種間 
における憤り、分離主義、過激主義が激化し、 
中国の国際的な評価が損なわれるだけでなく、海外 
テロ組織が中国を標的とする可能性が生まれるといった 
非常に大きなリスクがもたらされる。中国の政策は 
 「矯角殺牛」という一言に尽きる。o

これは 2018 年 9 月 15 日にオンライン雑誌「ザ・ディプロマット（The Diplomat）」に掲載

された記事で、FORUM のフォーマットに合うように編集されている。

2018 年 9 月、中国における少数派のウイグル人イスラム教徒
民族集団を何千人も新疆ウイグル自治区の政治教化センター
に拘束している中国に対して抗議するムンバイのインド人 
イスラム教徒。プラカードには、「中国政府、イスラム教徒に 
対する残虐行為を止めよ」、「中国はインドの原子力供給国
グループ（NSG）加盟を拒否権により阻止した。中国の拒否
権を取り上げろ」と書かれている。
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マルチドメイン

作戦

FORUM イラスト
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2018 年 5 月 22 日から 24 日にかけて
ハワイのホノルルで開催された第 6
回年次 LANPAC（Land Forces of the 
Pacific）シンポジウムと博覧会における 
衛星経由の演説の中でタウンゼント大将
は、「将来的には、大都市や巨大都市に 
おける活動を回避することが不可能になる」と述べ 
ている。26 ヵ国のインド太平洋諸国の軍指導者等を含
む軍隊と防衛産業部門からの 1,600 人以上の参加者が同
会議に結集し、将来の課題を議論した。

マルチドメイン作戦の概念では、米国の軍隊および 
その同盟国と提携国が陸軍、空軍、海軍、海兵隊、 
沿岸警備隊すべての軍隊を動員して、陸上、空中、 
海上、サイバー空間、宇宙空間すべての領域で活動して 
効果的に協力を図り、ますます能力を高めている潜在
的な敵を阻止して出し抜き、他の安保上の懸念を効果
的に管理することになる。

国連経済社会局（DESA）によると、2030 年まで
に世界の人口の 3 分の 2 が大都市に居住するように 
なると推測される。巨大都市の数は 33 都市から 43 都
市に増化し、人口が 500 万から 1,000 万の大都市の数
は45 都市から 63 都市に増えると考えられている。
現状では、世界の巨大都市の半分以上がインド太平
洋地域に位置している。2018 年の国連データによる
と、世界最大の都市は人口 3,700 万人の東京で、 
これに 2,900万人のニューデリーと人口 2,600 万人の上 
海が続く。ムンバイ、北京、ダッカの人口はそれぞ
れ 2,000 万人に近い。

LANPAC において合衆国陸軍協会の上級研究員、
ジェームズ・デュビック（James Dubik）退役大将
は、「この規模の中で活動することの複雑性は想像を
絶するものである」と述べている。

太平洋の周囲を取り巻く火山帯である環太平洋火
山帯では地震や火山活動が定期的に発生するが、 

主要国の多くが同
火山帯に所在して

おり、多くの場合、
世界のどの地域より

も高い頻度で自然災害
に見舞われることから、 

同地域の動態がさらに複雑化する。最近発表さ
れた国連の分析「2017 年アジア太平洋災害報告書：
誰一人取り残さない（Asia-Pacific Disaster Report 
2017: Leave No One Behind）」によると、同地域に
おける自然災害による死者数は世界全体の約 57％を
占めており、1970 年以降 200 万人以上の死者が発生
している。自然災害は主に地震、暴風雨、洪水によ
るものである。

巨大都市環境における戦闘方法だけでなく、その
環境で戦闘以外の活動を実施する方法にも複雑性が存
在する。米国陸軍がマルチドメイン戦闘概念を拡大し
た理由は、将来的な多くの作戦に進化する教義を採用
して人道支援・災害救援（HADR）および他の形態の
非戦闘的援助と活動の提供が含まれる可能性が高いと
いう状況を反映させるためである。

過密都市の脆弱性
巨大都市とは一般的に人口 1,000 万人以上の都市を指
す。米陸軍訓練教義コマンドで諜報の計画・政策を
主導するラッセル・グレン（Russell Glenn）博士は
LANPAC において、巨大都市は「少なくとも国際的
および広範にわたる地域に対する影響力を備え、並外
れた人口規模、地理的な広がり、物理的・社会的複雑
性、同様に優れた特性を有する都市」と定義されると
説明している。

グレン博士は、「影響力が国または地域の他の都市
をはるかに上回っていることから」巨大都市は他と 
性質が異なると述べている。

FORUM スタッフ

近隣の巨大都市に発生する可能性

バンコク・タイの
スカイラインを照
らす月光
AP 通信

今後数十年の間に、インド太平洋地域の軍隊は人口 1,000 万人以上の都市で
作戦に従事することになる。こうした複雑な任務では、自然災害か人為的 
脅威かに関わらず、脅威に対する優位性を保つために、すべての作戦領域で全 
活動を同時に実施する必要性が生まれる可能性がある。米陸軍訓練教義コマ
ンド（TRADOC）総司令官を務めるスティーブン・タウンゼント（Stephen 

Townsend）大将によると、同地域ではこれが新たな現実となっている。

FORUM イラスト
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東京を例に挙げると、同都市は人口が世界最大という
だけでなく、日本国内で最も大きな影響力を持っている。
東京の市街地は 3,925 平方キロに広がり、国の人口の 30％
に当たる 3,700 万人が居住している。これは1平方キロ当た
りの人口がおよそ 8,790 人という計算となる。同都市の 
生産量は日本国内総生産の 35％近くを占めている。東京の国 
内総生産（GDP）はスペインよりも高く、テキサス州と
ほぼ同じである。大手企業の半数と日本で事業を運営する
外資系企業の 84％が東京に拠点を置いている。

東京が危険に曝された場合、国と地域の経済の多
くが同様に影響を受ける可能性がある。東京から 
住民を避難する必要性が発生した場合の物流 
上の問題を想像してみてほしい。一晩
で 3,700 万人以上の人間を収容でき
る場所を見つけることは非常に 
困難である。

グレン博士は、「したがっ
て、戦争か自然災害か他の 
事態かに関わらず、巨大都市で 
作戦を実施しなければならな
い場合は、本質的な物流の指
揮統制の要素は決して単純明
快とはならない」と説明した
上で、「巨大都市における 
課題は、過去に我々が経験した 
対処とは性質が異なる」と述
べている。

第二次世界大戦、朝鮮戦
争、ベトナム戦争といった 
過去の紛争を考えても、上記の 
規模に及ぶ活動に軍隊が関与 
したことはこれまでにない。 
たとえばソウルは朝鮮戦争時には 
人口 100 万人の都市であったが、 
周辺の首都圏を計算に入れると、 
今日同都市は人口 2,500 万人を
超す規模に成長している。

巨大都市の数はますます増
え続け、激化するのみである。
イラク多国籍安全保障移行司令
部（MNSTC-I）の元司令官を
務めた軍歴も持つデュビック退
役大将は、「産業時代に始まっ
た都市化はその産業時代により加速化された。現在、多
くは同じ理由で、また一連の異なる要因により、情報時
代に 
おいて都市化は急加速化している」と述べている。

戦闘作戦
巨大都市で戦闘を行うことは特に困難であると、 
専門家等は LANPAC で警告している。

タウンゼント大将は、「特に巨大都市における 
都市戦は、双方の治安部隊と敵、そしてそこに留まる
住民にとって、並外れて暴力的かつ破壊的なものと 
なる」と説明している。

イスラム国（ISIS）に奪われたイラクの都市モース
ルを奪還するため、イラク政府および同盟関係にある
組織により 2016 年 10 月から 2017 年 7 月の 9 ヵ月間に
わたって実施された軍事作戦を考えれば、都市戦で 
発生し得る非常に困難な事態を想像することができる。

同大将は、「都市環境では軍隊のセンサー範囲が
低下し、そして武器の選択範囲も制限され、武器の 
有効性も低下する」と語っている。

また続けて、「任務指令システムがいくら強力で
あっても、都市、つまり近代都市の複雑な地形とい
う環境により、すべてが困難になる。一階よりも深

く移動すると、地上にいる人員との [通信] 
が途絶えてしまう...そのため、司令官

の指示を達成するためにその意図を
伝え、部下に権限を与え、そして

部下がその指示を実行すること
を信頼するという概念全体が、
都市戦での戦闘方法には適用
される。これは、たとえ小規
模な都市であっても変わらな
い」と説明している。

さらに、「当陸軍と多国籍
軍がモースルの戦いに参加し
ていれば、あれほどの破壊と
死傷者を出さずに、より早期
に戦いを終わらせることがで
きたはずである。とは言え、
モースルは当軍にとっても 
非常に難しい環境となったに違 
いない」とも述べている。

世界の新興巨大都市に比
べれば、モースルは比較的
小規模な都市である。 
同奪還作戦が始まった時点で、 
モースルの人口は約 150 万人
に上っていた。戦いに参加
した部隊は 15 万人以下で、
およそ1万5,000 人の犠牲者
が発生した。

タウンゼント大将は、「敵
も、イスラム国も、高まり 
つつある脅威を感じた国際社会 
も、国民国家もすべてがモー

スルに注目した。イラク政府側の技術的な利点の多
くを害するために、敵は故意的に都市戦に持ち込ん
だと 
考えられる」とし、「将来的に巨大都市で戦闘は発生 
するだろう。これを回避する手段はほとんどない」
と語っている。

在韓米軍の陸軍戦力を構成する米国陸軍第 8 軍の
参謀長、マイケル・ビルズ（Michael Bills）中将は
LANPAC において、「強力な軍隊と戦う際、都市部
の地形は相手の能力を低下させる優れた要素となる。
巨大都市では守勢側の力が拡張され、攻勢側の火器と
機動力における利点が低下する」と説明している。

2018 年 2 月、バグダッド訪問中にイラク
の将校と話す米国陸軍のスティーブン・

タウンゼント大将（右）
AP 通信

「特に巨大都市における都市
戦は、双方の治安部隊と敵、
そしてそこに留まる住民にと
って、並外れて暴力的かつ破
壊的なものとなる」



国連の推定によると、2018 年〜2050 年に
都市化の 

35％ が中国、インド、ナイジェ
リアで発生

出典：国連報告書：2015年の人口データに基づく「2018 Revision of World Urbanization Prospects（仮訳：世界都市化の展望 - 2018年改訂版）」 
 （https://www.un.org/development/desa/publications）
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現在、都市に居住している人の数

42 億人 / 世界人口の 55％

8 人に 1 人が世界の巨大都市 33 都市のいずれかに居住

2028 年 
デリーが東京
を超えて世界
最大の都市と
なると予想さ
れている年

アフリカアジア太平洋諸島欧州ラテンアメリカ＆
カリブ海諸島

北米

現在、都市に居住している人の割合

82% 81%

35%

90%

74% 68% 50% 43%

農村の統計

都市の統計

世界の農村人口の 90％
近くがアフリカとアジ
アに居住

農村人口が最大の国はインド 
8 億 9,300 万人

農村人口が 2 番目に多い国は中国 
5 億 7,800 万人

東京の高層ビルから望
む雪化粧の富士山。 
世界最大の巨大都市に対 
する自然の脅威と人
為的な脅威の可能性
を象徴
AP 通信

世界の大都市トップ10

単位：百万（2015 年の人口）
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何百キロにもわたる地下鉄線路や数百ヵ所に及ぶ
地下鉄の駅だけでなく、ショッピングモールまでもが
地下街に構築されている今日のソウルを例として、同
都市を守る上で発生する課題を以下に検証する。ホッ
ケーパックほどに小さなリピータをトンネルで使用 
できるなど、通信システムは技術的進歩を遂げている
が、現代的な建物設計では活動が制限されると、 
ビルズ中将は述べている。

こうした理由があるため、巨大都市での任務に
おいてはマルチドメイン作戦が非常に重要になる
と、LANPAC で米国の上級指導者等が指摘している。

マルチドメイン作戦により、軍隊の指導者層は新
たな脅威を解決する上でより幅広い選択肢が得られ
る。新しい教義では、敵を打ち負かすために、さまざ
まな部隊の能力と他国同盟軍との能力統合の必要性が

指摘されている。たとえば、オーストラリアなどの 
特定国が脅威を検出し、韓国がそれを追跡し、そして
日本がそれを排除するといった方式である。

実地試験済み
米国陸軍は 2018 年7月中旬に実施された世界最大
の国際的な海軍軍事演習である環太平洋合同演習
（RIMPAC）にマルチドメイン作戦の概念を最初に 
取り入れている。6 月 27 日から 8 月 2 日にかけてハワイ
諸島と南カリフォルニアで実施された環太平洋合同演
習には、25 ヵ国から 2 万 5,000 人の人員が参加し、 
船舶 46 隻、潜水艦 5 隻、航空機約 200 機が配備された。

環太平洋合同演習のマルチドメイン作戦沈没演習 
 （SINKEX）では、米統合部隊が日本とオーストラリア 
の軍務要員と共に、領域間すべての軍務を結び付け 
る一連の協調的な精密照準爆撃を陸上、海上、空中で
実施し、廃止された海軍の戦車揚陸艦ラシーン 
 （USS Racine）を標的艦として太平洋に沈没させた。

報道によると、多国籍軍はリアルタイムで長距離大
砲、空対艦ミサイル、潜水艦発射ミサイル、地対艦 
ミサイルで同水陸両用船を攻撃している。たとえば、
日本陸上自衛隊は射程 100 海里で超亜音速の 12 式地対艦 
ミサイルを発射した。

沈没演習に参加した第17砲兵旅団司令官、クリスト
ファー・ウェンドランド（Christopher Wendland） 
大佐は、「マルチドメイン作戦はマルチドメイン標的に 
依存する」と説明している。同旅団はマルチドメイン
の教義を実地試験するために設立されたマルチドメイン 
部隊の基礎を形成している。

ウェンドランド大佐は、「我々の目標は共同の相互
運用性を構築して全領域で敵を阻止する能力を養うこ
とにある」と説明している。

そのためには、全領域からの情報を統合して、適時
に標的を特定して攻撃する
必要がある。

マルチドメイン作戦は 
無人偵察機、航空機、長距離 
大砲、防空、電子戦、サイバー 
資産、宇宙資産などの機能
を統合・同期させることで、 
ニア・ピア（同等に近い敵） 
による接近阻止の脅威を 
克服することを目的 
としている。

当時、米太平洋陸軍の 
報道官であったクリストファ
ー・ガーバー（Christopher 
Garver）退役大佐は、マルチ
ドメイン作戦は過去の軍事力
を組み合わせた活動を基盤と
し、それにサイバー領域と 
宇宙領域を追加したものである 
と説明している。

ガーバー退役大佐は、 
 「将来的には、地上の兵士

が 5つの全領域の下位レベルでより直接的にアクセス
できるようになる」と述べている。

大規模都市システムにおける課題
大都市については、米軍は歴史的に包囲する、孤立 
させる、または回避するという手法を用いてきた。 
しかし今では、巨大都市の中またはその周辺で戦う方法 
を学ぶ必要性が発生している。モースルを包囲することは 
可能だとしても、人口 1,000 万人以上の都市を包囲 
することは不可能であると、ビルズ中将は述べている。

 「巨大都市は包囲することも、回避することもでき
ない。人工的に構築された未来型の地形の重心に衝撃
を与えるには、その都市の中に入って作戦を実行する
必要がある」

その途方もない規模以外にも、巨大都市には他の
課題が存在している。軍隊活動を農村部に隔離する 
こともできるが、都市には高いドミノ効果および波及
効果がある。

2017 年 7 月、モースル旧市街で
イスラム国（ISIS）とイラク過激
派に対してイラク政府軍が攻勢
を続ける中、避難途中に爆破さ
れた「光のモスク」の前を通り
過ぎるイラク市民
AP 通信
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タウンゼント大将は、「都市で実施する措置は反響
する」と説明している。

軍指導者等はまた、巨大都市で取る行動により発生
する地域への影響を考慮に入れる必要がある。

グレン博士は、「巨大都市はそれ自体が膨大な数の
サブシステムにより構成されるシステムだが、世界 
規模にまで拡大できる非常に大きなシステムの一部 
でもある」と説明している。

そこには公式な権力と非公式の権力があり、埋め込
まれた脅威が存在する。

 「社会構造が物理的要素よりも重要となる場合が 
ある…決定的な緊要地形は地面ではないかもしれない。 
場合によっては、都市部でもないかもしれない」

こうした理由から、「巨大都市については、軍事
的優位性よりも戦略的優位性のほうが高いと考える 
ほうがよいであろう」と、ビルズ中将は述べている。

さらに、危機と紛争により大都市の通常の流れが
妨げられ、新しい流れが生まれる。都市独特の流れを
理解することは、軍指導者にとって最大の課題の 1 つ
である。良好なガバナンスの提供といった市民関連の
懸念および水源や電源の保護といった環境上の懸念に
よっても活動が制限される。

巨大都市では環境が区画ごとに異なるだけでな
く、日ごとに変化する。「都市環境は非常に急速に 
変化する」と述べたタウンゼント大将は、たとえば、
モースルでは「都市環境が画像を更新できる速度よりも 
速く変化するため、C2システムや目標指示装置...を 
最新に保つことができない」と説明している。

また、平時においても都市の広がりは動的に変化
を続ける。ビルズ中将は、「着陸地帯が一晩でショッ
ピングモールや駐車場に変わる」と述べている。

巨大都市におけるマルチドメイン作戦では、 
情報、サイバー、電子作戦が重要となる。状況認識を 
維持するためだけでも、気が遠くなるほどの規模の情報 

と分析が必要となる。作戦と対応態勢を管理するため
には、言語と文化に精通していることも重要となる。

同中将は、「巨大都市で何ヵ月も何年もゆっくり
している余裕はないので、災害発生後に地域を元通り
に復旧するに当たっては、市民に頼る必要がある」と
説明している。

継続的に関係を構築し、情報を共有し、そして連携
することの複雑性を理解しようと努めることが成功の
鍵となると、上級指導者等は語っている。グレン博士
は、「こうした民軍 [関係] を活用する以外に、活動す
る環境を完全に理解する手段はない」と述べている。

相互運用性が必要
人口動態の変化は将来的に巨大都市で災害や紛争が 
発生する可能性が高いことを示すものである。インド太 
平洋地域はすでにこの両方に繋がっているため、この
傾向が特に強いと言える。さらに、巨大都市で作戦を
実施する場合は、すべての軍務にわたる領域での負担
が増加し、同盟関係の管理も困難となると、上級指導
者等は説明している。

タウンゼント大将はオーストラリア、ニュージーラ
ンド、フィリピン、インドネシア、日本、韓国、 
モンゴル、ネパール、台湾、フィジー、バヌアツなどの 
国々の LANPAC 参加者に、「同地域には我々の提携関係 
に対立する敵対者が存在する。そのため、こうした 
課題と相互運用性に関する共通の理解の向上に引き続
き取り組んでいく必要がある」と述べている。

タウンゼント大将は上級指導者等に対して、「いわ
ゆる『マルチドメイン作戦』の概念を発展させるには、
指導者の方々の協力が必要である。巨大都市で戦闘する
には、指導者の方々の協力が必要である」と呼びかけ、
「巨大都市で戦闘が発生した場合、皆さんは提携国とし
て米国を頼りにしていただきたい。米国は我々の相互 
運用性の改善に取り組んでいる」と締めくくった。o

2017 年 8 月、「乙支フリーダムガーディアン 
 （UFG/Ulchi Freedom Guardian）」合同演習の
一環として反テロ対策演習に参加した韓国の警
官をソウルの地下鉄駅で見守る市民
AP 通信
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懐疑論にも関わらず、
依然として北朝鮮非核
化が目標

非核化への道
曲がりくねった 

FORUM イラスト
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米国のドナルド・トランプ（Donald Trump）大統領と
北朝鮮の金正恩（Kim Jong-un）最高指導者の歴史的な
対面での首脳会談を経た今も、朝鮮半島の非核化に 
おける交渉は未だ成立していない。

しかし、2018 年 6 月にシンガポールで開催された第 1
回首脳会談と 2019 年 2 月にベトナムで開催された第 2 回
首脳会談により、細やかな信頼関係が構築され、最終的
には北朝鮮の非核化につながる可能性があるとして、 
米国当局は依然として楽観的な見方を維持している。

ニューヨーク・タイムズ紙が報じたところで
は、2019 年 4 月にワシントン DC で開催された韓国の
文在寅（Moon Jae-in）大統領との会談で「いろいろな
『小さな取引』もあり得る」と述べたトランプ米大統
領は、「これはあり得る。一歩一歩、部分的に解決す
ることも可能だが、現時点では『大きな取引』につい
て話し合っている。『大きな取引』とは、北朝鮮を完
全に非核化することである」と話している。

この曲がりくねった非核化への道における課題を 
克服するには、気が遠くなるような努力が必要である。 
AP 通信によると、首脳会談後の 2019 年 4 月、北朝鮮 
は新型戦術誘導兵器の試射を実施したと発表してい
る。同紙が報じたところでは、試射が実施されたのは
禁止されている中距離または長距離弾道ミサイルとは
考えられず、これはむしろ米国政府との首脳会談が 
北朝鮮の弱さを示す兆候ではないことを自国の朝鮮人民 
軍に示す 1 つの手段であったようだ。その後の 2019 年
5 月上旬、北朝鮮は同様の戦術誘導兵器を試射してお
り、専門家等は同兵器は短距離弾道ミサイルであると
見ていると、同紙は報じている。

北朝鮮の透明性の欠如により、問題がさらに悪化し
ている。2018 年 11 月、ワシントンに拠点を置く戦略国
際問題研究所（CSIS）は、北朝鮮に推定 20 ヵ所存在す
る未公開ミサイル基地のうちの 13 基地を発見したと発
表している。

しかし、その過程で日本と韓国の首脳陣が援助を申
し出て、北朝鮮の態度を和らげて非核化を推進する 
米国に協力する姿勢を取った一方で、金最高指導者は
ロシアによるさらなる支持を確保していた。

やや後退が見られたとは言え、米国とその同盟国は
依然として交渉成立を追求している。2018 年 9 月に 
ニューヨークで開催された韓国の文大統領との会談の席 
で、トランプ米大統領は第 3 回南北首脳会談の成功を
賞賛した上で、さらなる措置が必要であるとも指摘し
ている。これは、非核化に進展がないことを理由に、
トランプ米大統領が 2018 年 8 月下旬に予定されていた
マイク・ポンペオ（Mike Pompeo）米国務長官の北朝鮮 
訪問を中止して間もない時期のことである。非核化が
朝鮮半島の経済的繁栄と平和持続への唯一の道である
ことを北朝鮮に理解させるために、文韓国大統領とト
ランプ米大統領は既存の制裁措置を積極的に執行する
ことの重要性について合意している。

一方、北朝鮮の金最高指導者は 2019 年元旦に開催
された 30 分の「新年の辞」で同制裁を批判し、米国
に明確な要求を突き付けている。米国が「約束を守
らず、一方的に何かを強要しようとし、制裁と圧迫
へと乗り出すなら、我々としてもやむにやまれず、
仕方なく『新たな道』を模索せざるを得なくなる 
こともあり得る」と、金最高指導者は警告している。

同最高指導者はまた、米韓合同軍事演習の中止も求
めている。

この間ずっと、懐疑論者等は継続的にすべての会談 
と公式声明を精査し、逐次批判を発してきた。たとえば、 
国際検査官の監視の下で金最高指導者が主要なミサイル 
試験場を永久に閉鎖するという約束を果たしたとしても、 
北朝鮮がミサイル・核兵器プログラムを継続する能力
には何の影響も及ぼさないと、一部のアナリストは 
分析している。 

2018 年 9 月、北朝鮮のプログラムを研究するマサチ
ューセッツ工科大学の武器制御研究員、ビピン・ナラ
ン（Vipin Narang）准教授は、米公共ラジオ局 
 （NPR）に対して、兵器製造施設や試験場を撤廃する
には「ある程度の費用がかかるかもしれないが、事を
俯瞰的に見ると、これが軍縮に向けた特に大きな前進
とは言えない」と語っている。 

金最高指導者が永久的に閉鎖したと主張している
施設は、トランプ米大統領との首脳会談後に部分 
的に解体すると約束した施設と同じものであると指摘 
するナラン准教授は、米公共ラジオ局に「金最高
指導者が基本的に数ヵ月間も続けて単一の試験場を
うまく転がしているという事実はかなり注目に値す
る」とも語っている。

同施設には東倉里基地や西海衛星発射場など複数
の名称があるが、トランプ米大統領との首脳会談の後
は、主に「西海」と呼ばれている。金最高指導者の 
最近の発言では「東昌里」という名称が使われていた。 
同准教授によると、混乱を招くために意図的に異なる
名称を用いていると考えられ、呼称を変えていること
から、北朝鮮が譲歩したと確信する者もいるかもしれ
ないが、事実はかなり異なる。 

関係の発展、新たな機会の誕生
金最高指導者との新たな関係構築を試みているのは 
トランプ米大統領だけではない。金最高指導者と韓国大 
統領との外交関係も劇的に進展している。

2000 年以降、5回の南北首脳会談が開催されている。 
最近の最も重要な成果として、両国を分割する軍事 
境界線における軍事的緊張の緩和に向けた取り決めに、 
北朝鮮の人民武力相と韓国国防相が署名したことが 
挙げられる。2018 年 9 月の報告によると、同合意は 
陸上、海上、空中における軍事的展開を管理して減少
させることを規定するものである。

北朝鮮にある白頭山の頂上で共に手を携える北朝鮮の金正恩最高
指導者（中央左）と韓国の文在寅大統領（中央右）。両国首脳陣
の横はそれぞれの配偶者。ロイター

FORUM スタッフ
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AP 通信が報じたところでは、非武装地帯の緊張緩
和に関する合意に応じて、北朝鮮と韓国は 2018 年 11
月に軍事境界線の警備所 22 ヵ所から部隊と銃器を撤退
する作業を完了している。2018 年 9 月に成立した合意
には、信頼の構築と平和の安定、そして和解に向けて
の段階の実施が盛り込まれている。朝鮮戦争により分
断された家族が接触できる機会も増加することになる
と、AP 通信は報じている。関係の緩和に伴い、韓国に
よる北朝鮮のインフラ整備の支援および軍事境界線を
またぐ連結鉄道建設の提案も出されている。  

金最高指導者と文大統領は、南北両国が神聖と捉え
ている火山「白頭山」の頂上に立って 2018 年 9 月の首脳
会談を締めくくった。白頭山はまた、歴史的に金王朝を
正当化する宣伝の中心的要素でもある。南北朝鮮の両首
脳は山頂で共に手を携えて勝利のポーズを取った。

AP 通信が報じたところでは、金最高指導者は「朝
鮮半島を核兵器や核脅威のない平和な地にすること
に合意した」とし、「この未来への道は必ずしも滑
らかではないかもしれない。そして、予想外の課題
や試練に直面するかもしれない。しかし、両国の強
みを基盤として各試練を乗り越えるごとに両国がよ
り成長する。したがって、我々は逆風を恐れてはい
ない」と語っている。

金最高指導者はミサイル試験
場の閉鎖を監視する国際検査官を
受け入れることにも同意し、両首
脳は協力して 2032 年夏季オリン
ピック開催地の入札に臨むことを
誓っている。

AP 通信によると、文大統領
は、「5,000 年間共に暮らした 
朝鮮民族が分かれてから 70 年しか 
経っていない」と説明した上で、 
 「過去 70 年間の敵対意識を完全に
排除し、再び一丸となることが 
できるように、平和に向けた大きな 
一歩を踏み出すことを提案する」
と述べている。

国外への影響
北朝鮮とロシアと国境を接する 
中国とは、北朝鮮は比較的温和な
関係を維持してきた。

トランプ米大統領を始めとする
他国の首脳陣は、北朝鮮の不良行為
を戒めるように従来から中国に圧力
をかけている。密輸業者は中国と北
朝鮮の間の穴だらけの国境をうまく
利用して、闇市場の物品や制裁措置
により禁止されている品物を北朝鮮
に持ち込んでいる。北朝鮮の行動を
改善させることに努力を払うように
との要請には、中国は大抵従順な 
姿勢を維持している。 

2018 年 9 月に開催された国連 
安全保障理事会の会議において、
またその後も、ニッキー・ヘイリー 
 （Nikki Haley）国際連合大使は、
北朝鮮とロシアが北朝鮮に対する

制裁を一貫して回避していると主張している。CBS が
報じたところでは、ヘイリー大使は「段階ごとに、制
裁ごとに、そして繰り返しロシアは全面的に制裁体制
を弱体化させようと企んでいる」と述べている。 

北朝鮮に圧力をかけて非核化およびミサイル計画 
放棄を実現することを目的とした制裁を執行しないロシア 
と中国に喝を入れるため、同大使は国連安保理緊急会議 
を要請した。ヘイリー大使は、「北朝鮮との困難かつ 
慎重な交渉が続いているが、まだ結果は出ていない」 
とし、「しっかりと決着が付くまで、この厳しい世界的
な制裁を緩和するべきではない」と述べている。

反対の見解
2018 年 6 月に北朝鮮と米国が署名した北朝鮮非核化に関
する合意文書の4項目の道理と範囲について、両国が異な
る見解を持っていると、一部の専門家は分析している。

2018 年 8 月、ネイト・ケルクホフ（Nate Kerkhoff）
は、「北朝鮮政府はミサイル・核実験を中止し、特定の
兵器施設を閉鎖し、そして朝鮮戦争時の米軍人捕虜や 
行方不明兵士の遺骨回収工程を開始すれば、それで合意
における相互の信頼醸成要件が満たされると確信してい
る。現在、北朝鮮政府は残りの項目の進展を要求し、 
米国に平和体制の確立に向けた『大胆な行動』を取るよう 

北朝鮮の核施設
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求めている」と、オーストラリアを拠点とする東アジ
ア・フォーラム（East Asia Forum）に著述している。

ロナルド・レーガン政権で特別補佐官を務めた 
経歴を持つケイトー研究所のダグ・バンドウ（Doug 
Bandow）上級研究員は、北朝鮮の約束は単なる能書
きで、懐疑論者が疑問を投げかけるのももっともで 
あると主張している。 

バンドウ研究員は 2018 年 9 月にナショナル・インタ
レスト誌に掲載された「North Korea Denuclearization 
Isn’t Free（仮訳：北朝鮮の非核化による代償）」という
記事の中で、「北朝鮮が核兵器を手放すと信じている 
韓国人専門家はほとんどいない。これにより、強要の道
具として有用な威信が得られ、政権に対する軍隊の支
持が強固になる。また、金最高指導者とその軍隊がリビ
ア・アラブ共和国のムアンマル・アル＝カッザーフィー
（Muammar Al Gaddafi）最高指導者のような最後を迎え
なくて済む」と著述し、さらに「結局のところ、カッザ
ーフィー最高指導者は間際まで核兵器とミサイル計画を
諦めず、反カッザーフィー派部隊により惨たらしく殺害
される姿を YouTube ビデオで曝す羽目となった。したが
って、ミサイルと核実験の廃止、武器数の制限、ある種
の保障対策/検査の許可、他の緊張緩和策の採用といった
比較的些細な要求に金最高指導者が合理的に応じる可能
性はあるにしても、どれほど楽観的に考えても完全 
非核化はかなり望みの薄い企てである」と述べている。
それでも、まだ可能性は存在する。

しかし日本は少なくとも今のところ、その可能性は
極めて低いと考えている。

日本で 2018 年 8 月に発表された防衛白書および続
いて同年 12 月に発表された防衛計画の大綱（防衛大
綱/NDPG）では、北朝鮮は依然として軍事的脅威と
して扱われており、北朝鮮が約束を守っているかどう
かを監視する一方で、日本は独自のミサイルを追加し

て十分に準備態勢を整えるべきであると、防衛白書に
は記されている。

また、防衛白書では「北朝鮮の軍事的な動きは、 
わが国の安全に対するこれまでにない重大かつ差し迫っ 
た脅威であり、地域および国際社会の平和と安全を著
しく損なうものとなっている」とした上で、「北朝鮮
の核・ミサイルの脅威についての基本的な認識に変化
はない」と記されている。

2017 年、北朝鮮は長距離弾道ミサイルの実験を複数
回実施しており、中には日本上空を通過したミサイルも
ある。複数の報道によると、北朝鮮は日本を射程に収め
る準中距離弾道ミサイル「ノドン」も保有している。 

さらに、2018 年に開催されたトランプ米大統領と 
金最高指導者との首脳会談の共同声明において金最高
指導者が明確に約束をした「意義は大きい」と考えられ 
るが、「今後、北朝鮮が核・ミサイルの廃棄に向けて
具体的にどのような行動を取るのかをしっかり見極め
ていく必要がある」と、防衛白書には記されている。  

今後数週間、数ヵ月、そして何年にもわたって、い
くつもの予期せぬ課題が発生し、あらゆる側面からの 
精査が実施されることは確実である。また、たとえ 
どれほど速度が遅々とした状態でも、進展は見られる。
そして、北朝鮮が非核化し朝鮮半島が統一されるという
不朽の希望が消えることはないと考えられる。

バンドウ上級研究員はナショナル・インタレスト誌
の記事に、「南北を問わず、朝鮮半島に住む人々には、
その福祉と安全を保護する民主政府によって統治された
場所で平和に暮らす権利がある。しかし、DPRK（朝鮮
民主主義人民共和国）は現実であり、これを望み通りに
することはできない。また、米国ほどの強力な軍事力を
もってしても、壊滅的な代償を払うことなくこれを一掃
することはできない。平和を維持することが、他すべて
が依存できる基盤となる」と述べている。o

2017 年 4 月に平壌で開催された大
陸間弾道ミサイルを披露する軍事
パレードロイター
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太平洋に対する
信念 
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華人民共和国（中国）が太平洋で展開してい
る策略は、地域内外の主要国および新興国
に衝撃を与えている。ここ数ヵ月の間に中国
はオーストラリア、メラネシア、ミクロネシア、 
ポリネシアの国 と々経済的・防衛的関係を確立 

する作戦を急速に進めている。中国共産党政権による太平
洋への関心の高まりに伴い、オーストラリア、インド、インドネ
シア、日本、米国を含む同地域の他の戦略的パートナー等
はより創造的に協力体制を整え、自国が中国よりも有利な
経済・防衛提携国であることを実証しようとしている。

2018 年 7 月、当時オーストラリア連邦外務大臣を務めて
いたジュリー・ビショップ（Julie Bishop）外相はフランス通 
信社（Agence France-Presse）に対して、「優れた投資とは、
透明性、公開競争、持続可能性、厳格な世界基準の順守、
現地労働力の雇用、そして持続不可能な債務負担の回避と
いう条件を満たすものだとオーストラリアは信じている」と述
べている。同発言は「経済成長を推進し、機会を創出し、 
そして自由で開放的かつ包括的で繁栄したインド太平洋を 
実現するプロジェクトへの投資を動員すること」を目的として、 
日米豪の 3 ヵ国が提携関係を結んだ発表時にコメントされ
たものである。

フィナンシャル・タイムズ紙が報じたところでは、 2011年
以降、中国は南太平洋全域にわたってさまざまなプロジェ
クトに 6,000 億円（60 億米ドル）を超える投資を行い、 
同地域における第 2 位の援助国としての地位を固めている。 
同紙によると、2011 年から 2018 年の間の拠出が 6,720 億円 
相当（67 億 2,000 万米ドル）、支出が 5,580 億円相当（55 億
8,000 万米ドル）のオーストラリアが依然として最大の援助
国であり、これにニュージーランド（第 3 位）、米国（第4位）、 
日本（第5位）が続いている。

軍事的策略
莫大な同海域における影響力争いは、オーストラリア、
ニュージーランド、南太平洋諸島、そして米国、フランス、

FORUM スタッフ

中国の影響を抑制する
ため、主要国および新
興国が南太平洋諸国と
の協力関係を構築

太平洋に対する
中

ツバル政府は首都フナフティに 2019
年太平洋諸島フォーラムが開催され
るコンベンションセンターを建設中
GETTY IMAGES

信念 
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英国の海外領土などの国々対中国の競合という図となる
ことが多い。

2018 年初頭、オーストラリア、カナダ、ニュージーラン
ド、英国、米国の首脳陣は太平洋諸国との経済交流の 
機会を増やし、同海域の国々が中国に引き付けられるのを 
防止する意向を表明している。太平洋諸国のいずれも 
中国の申し出に同意していないことから、同首脳陣は同地域 
への中国の侵入を食い止める時間はまだ残されていると
述べている。

2018 年 9 月にオーストラリアン紙が報じたところでは、 
中国が南太平洋に軍事基地を設立する意図を示唆した 
情報に基づき、オーストラリアの情報アナリスト等は同地域が 

オーストラリアに対する最大の戦略的脅威となりつつあると
分析している。

2018 年 4 月、中国がバヌアツの小島に軍事拠点を構築
する意向を非公式に示したという報道が伝えられた。バヌアツ 
と中国は両国共に、同協議が実施されたこと、および当該計画 
が存在することを否定したが、オーストラリア諜報機関は同
事実が存在することを示唆しており、専門家等はその可能性 
が高い理由について意見を述べている。

2018 年 4 月、南太平洋全域にわたりソロモン諸島、 
東ティモール、トンガの各地域から何百人もの中国国民を 
中国政府が避難させたと、オンライン雑誌のザ・ディプロマット 
（The Diplomat）は報道している。同避難活動が実施され
たのは、中国国民や華人ディアスポラが所有する事業に対
する攻撃が発生したためである。

2018 年 4 月、ザ・ディプロマットに、「南太平洋における
中国の存在感が高まるにつれて、同様の事態がより大規模
に激化することは想定に難くない」と意見を綴ったオースト
ラリア国立大学（ANU）国家安全保障カレッジ（NSC）の
上級研究員、デビッド・ブリュースター（David Brewster） 
博士は、さらに「こうした緊急事態により、中国は危機が 
発生した地域の施設に安全にアクセスできるような措置を
追求する可能性がある。過去にフィジーで危機が発生したと 
きにオーストラリア政府が自国市民を注意深く見守ったように、 
地方自治体が安全を確保できない場合に中国が安 

2018 年 8 月、シンガポールで開催された第 51 回 ASEAN 外相会
議で、河野太郎外相（左）および当時オーストラリア連邦外務
大臣を務めていたジュリー・ビショップ外相を歓迎する米国の
マイク・ポンペオ国務長官（右）ロイター
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保手段を提供する措置を推進する必要性に駆られる可
能性がある。

2018 年 9 月にオーストラリアン紙が報じたところで
は、バヌアツにおける中国軍事基地建設報道が否定さ
れ、真相が謎に包まれたままの状態にある中、オーストラ
リアと米国はパプアニューギニア（PNG）のマヌス島に 
所在する基地の軍事インフラを強化し、共同の海軍基地
を建設する計画に合意した。

Adm.米国国家安全保障局長官と米国サイバー軍 
 （USCYBERCOM）司令官を兼任した経歴を持つマイク 
・ロジャース（Mike Rogers）大将は、同基地計画を 
オーストラリアとパプアニューギニアにとって「Win-Win 
 （双方に利益のある結果）」であると評価している。

オーストラリアン紙によると、ロジャース大将は、「魅力
的な資源を有するパプアニューギニアなどの国々には、
必ず多くの中国人が存在している。これは偶然ではあるま
い」と述べ、さらに中国は「明らかに自国にとって有利な 
関係を構築しようとしている。これが本質的に悪であると主張 
するわけではないが、意識的な戦略でもある。中国がこれ
を単なる思い付きで実施している、または『なぜ今頃オセア
ニアの島 に々興味を持つようになったのだろうか？』と考え
る者はいないはずである。中国の同政策にはそれなりの 
理由がある。偶然だと考えないでほしい」と付け加えている。

南太平洋全域においてオーストラリアが 2018 年に
防衛費として支出した総額は 120 億円相当（1 億 2,000
万米ドル）に上っており、これはますます増加している
と、オーストラリアン紙は報じている。

クリストファー・パイン（Christopher Pyne）豪国防相
は、「戦略的な国家安保利益において太平洋は非常に 
優先順位の高い地域である」と述べている。

インドの影響の増大
近年、世界で最も急成長を遂げている主要経済国として 
頭角を現してきたインドは、今後 10 年間で中国よりも急速に 
成長すると予測されている。大部分は小規模だが増加 
しつつあるインドの対外援助は南アジアとインド洋といった 
近隣諸国に向けられているが、インドの援助外交は南太平洋 
の小国、特にフィジーにまで広がっている。19 世紀に英国
がフィジー島に連れてきたインド人契約労働者の子孫、 
インド系フィジー人が同国人口の約 38％を占めている。

長年にわたり東アジアとの関係強化を目的とする 
 「アクトイースト」政策を実施してきたインド首脳陣は、 
最近ニュージーランドのコンソーシアムと協力して、経済、 
貿易、外交、安保、統治、社会開発に関する重要分野の 
発展に取り組んでいる。

シンガポール国立大学（NUS）南アジア研究所
（ISAS）のラニ・D・ミュレン（Rani D. Mullen）客員研
究員によると、地域的かつ海外との関係確立にますます
注力する台頭勢力のインドは南太平洋への関与に熱心
に取り組んでいる。

ミュレン客員研究員は、「特に太平洋地域での 100 年
以上にわたる長年の歴史およびディアスポラ（インド人 
離散定住集団）の存在を考えれば、これは別段新たな取り 

組みではない」とし、「この新たな思考が『ソフトパワー』を
通じた太平洋島嶼国との関与の深化に繋がった。主に訓
練や教育、そして文化的関与を通じて関係強化を図って
いる」と説明している。

他市場との多様性は良好な要素だが、内に隠された
狙いに注意するようにと、客員研究員は投資家を求める南
太平洋諸国に警告している。

客員研究員はまた、「インドは新たな素晴らしい取引相
手であり、中国とは対立している。諸国は中国が提案する
ような投資の種類と高金利に十分に注意することが重要
となる。トンガの例を忘れずに、これを念頭に置くことが 
大切である」と述べている。さらに、ビルマ、モルディブ、スリラ 
ンカなどのインド近隣諸国や国境を接するパキスタンに 
おいて中国が港湾や空港のインフラ建設支援を開始した 
とき「インドは驚いた。インドは、より良い経済的交流 
をもたらし得る良好な労働関係を構築することを望んでいる。 
この意図が最近の南太平洋との交流強化の推進力の一部 
となっている」と説明している。

ニューデリーに所在するジャワハルラール・ネルー大学 
 （JNU）国際問題研究院（SIS）のラジェッシュ・ラジャゴパラ
ン（Rajesh Rajagopalan）教授は、インド太平洋全域に 
おけるこの力学の変化をインドに向けた「警鐘」と呼んでいる。

ラジャゴパラン教授は、「世界は中国の台頭により 
もたらされた課題に直面している」とした上で、「世界の外交 
政策は平和的、または緊張的、あるいは紛争的になる可
能性がある」と述べている。

日本の太平洋戦略
日本の「自由で開かれたインド太平洋戦略（FOIPS）」の
推進に尽力する安倍晋三首相は最近、海上秩序を目的と
して、太平洋島嶼国を対象とする能力開発プログラムを 
発表し、同取り組みを一歩前進させた。

2018 年 5 月に第8回太平洋・島サミット（PALM）を 

Adm.2018 年 8 月、米インド太平洋軍（USINDOPACOM）司令官と
して初めてニュージーランドを訪れた際に、同国ウェリントンに
所在するプケアフ国立戦争記念公園で開催された授賞式に参加す
る米インド太平洋軍のフィリップ・S・デービッドソン（Philip S. 
Davidson） 司令官ロビン・W・ピーク（ROBIN W. PEAK）一等兵曹/米国海軍 
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2018 年 10 月に発表された環境
保護団体の調査によると、飽
くことのない中国の木材需要
に押されて、南太平洋のソロ
モン諸島では持続可能な速度
の約 20 倍の勢いで熱帯林が伐
採されている。
同諸島最大である木材輸出

の輸出量は、2017 年には 20％
以上も増加し 300 万立方メー 
トルを超える容量に跳ね上が 
った。中央銀行のデータに 
よると、これは約 378 億円（3 億 
7,800 万米ドル）に相当する。
環境・権利保護団体のグロ

ーバル・ウィットネス（Global 
Witness）によると、これは持続
可能な水準よりも19倍以上も高
く、この状態が続けば国が衰退
し、間もなくソロモン諸島の経
済成長に対する最大の貢献要素
が枯渇する可能性がある。
森林伐採により、地元の食

料源である野生の果物や野菜が
排除され、動物の生息地も破壊
される。
グローバル・ウィットネスが

輸入データを分析したところ、 
圧倒的多数の木材が世界最大の木材 
輸入国である中国に送られている
ことが判明した。同データを見れ
ば、中国政府が早急に輸入規制と

原産地調査に乗り出す必要性があ
ることは明確である。
報告書をまとめた研究チー

ムを率いたベイベイ・イン 
 （Beibei Yin）氏は、グローバル・
ウィットネスが本拠を置くロン
ドンとの国際通話で、「全く 
持続不可能な規模で伐採が実施
されており、このままでいけば
天然林は間もなく枯渇する」 
と話している。
同氏はまた、「大半の木材

を輸入している中国企業は夥し
い数に上るが、すべての企業が
一斉に購入を中止すれば元の 
状態に戻る望みがまだある」と語 
っている。
持続可能な状態でソロモン

諸島から輸出できる木材量と 
してグローバル・ウィットネスは 
15 万 5,000 立方メートルを提示
しているが、これは最小量で 
あり、最近実施されたいくつかの 
政府と専門家による分析では 
最大量が約 30 万立方メートルと 
計算されている。
同団体は森林の枯渇が発生

する時期については独自の推定
を行っていないが、2011 年に 
ソロモン諸島の林業省が出した
仮推定値によると 2036 年に 
枯渇すると見られている。

ソロモン諸島首相府は 
ロイターに対して照会先として 
林業省大臣秘書官を指定した
が、ロイターからの電子メー
ルによる問い合わせに対する
秘書官の回答は今のところ返
ってきていない。
中国商務部もファックスに 

よる問い合わせに応じていない。
ソロモン諸島では 990 島に

分散される総面積の約 80％
を 220 万ヘクタール超の森林が
占めている。
同諸島の林業省が以前に述

べたところでは、違法伐採対
策として規制を強化しては 
いるものの、規制執行能力の
欠如により、伐採者が許可量以 
上の伐採を行うリスクが高い
と、グローバル・ウィットネ
スは説明している。
同団体による伐採道路の衛

星分析では、伐採が名目上制
限されている標高 400 メート
ル以上の土地に 669 キロメー
トルにわたる伐採跡が確認さ
れた。
国際刑事警察機構（ICPO / 

インターポール）は、違法木材の 
世界貿易は年間5兆円（500 億
米ドル）超に相当すると推定し
ている。

中国の需要に押されて 
急激な伐採が進むソロモン諸島の森林

ロイター

森林伐採により、
地元の食料源であ
る野生の果物や野
菜が排除され、動
物の生息地も破壊
される。

ソロモン諸島のカオ
グロヤイロチョウ
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主催した安倍首相は、法治に基づく海上秩序実現に向けて 
一層の焦点を当てることを誓約している。日本は南太平洋
における中国の影響を抑制するための取り組みを進めて
いるが、これはその一環となる。

ザ・ディプロマットによると、2015 年の太平洋・島サミ
ットでは、日本は南太平洋諸国への援助金として 460 億円
相当（4 億 6,000 万米ドル）を支出すると発表している。

2018 年 5 月、安倍首相が主催した太平洋・島サミット
は、サモアのトゥイラエパ・ルペソリアイ・サイレレ・マリエレ
ガオイ（Tuilaepa Lupesoliai Sailele Malielegaoi）首相を
共同議長として日本で開催された。日本は「自由で開かれ
たインド太平洋戦略」に基づき地域の安定と繁栄に一層
深く注力する意向を表明しただけでなく、太平洋諸国は同
戦略の基本原則の重要性を分かち合い、同戦略下での 
太平洋地域における日本の取り組み強化を歓迎していると 
発表している。安倍首相はまた、法治に基づく海上秩序に
一層の焦点を合わせることも約束している。

同月、日本が資金を提供したサモアの太平洋気候変動
センターの建設が開始された。

3年ごとに開催される太平洋・島サミットは、安倍首相
にとって太平洋諸島フォーラム（PIF）加盟国から代表団
を結集して関係強化を図る良好な機会となる。

2018 年 5 月に開催された太平洋・島サミットの冒頭発
言で安倍首相は、「古来，私たちに海の恵みをもたらしてく
れた太平洋。その太平洋で我々が昔からもっている権利
を、国の大小に関わりなく守ってくれるのが法の支配で 
ある」と述べ、「各国の法執行能力を含む『海を守る』能力の 
向上に、日本は助力を惜しまない」と続けている。

安倍首相はさらに、太平洋提携諸国が自立的で持続
可能な繁栄を実現できるように、日本は「ハードとソフトの
側面」で質の高いインフラ整備に努めると共に、人と人との
交流を一層盛り上げ、「パームの未来を背負って立つリー
ダーたちを、皆さまと一緒に育てる」と語っている。

次回の太平洋・島サミットは 2021 年に開催される予定
である。

知情意
南太平洋では無数の提携関係が結ばれている。ヘビー級
に値する日米豪 3 ヵ国の提携関係はその協力体制を今後
も継続し、中国への対抗策として他の戦略的関係を構築
することを約束している。

2018 年 8 月に星条旗新聞が報じたところでは、当時 
オーストラリア連邦外務大臣を務めていたビショップ外相
は、「インド太平洋地域の平和と繁栄を推進するには一層
の支援が必要であることを、この 3 ヵ国は認識している」
と述べている。

オークランドを拠点とする米国のポール・ブキャナン 
 （Paul Buchanan）安全保障アナリストは同紙に対して、 
南太平洋への中国の進出が拡大したことで、同地域に投入 
された資金額は急増していると語っている。

ブキャナンアナリストによると、同進出には海底ケーブル 
に近いシギント基地として機能する在トンガ中国大使館 
の開設および中国からフィジー海軍への新しい監視艦と
水路測量船の提供が含まれる（他の新聞報道によると、 
中国はフィジーの警察に訓練と車両も提供している）。

アナリスト等は口を揃えて、太平洋へのインフラ投資
が不可欠であると警告している。東京の多摩大学ブラッ
ド・グロッサーマン（Brad Glosserman）客員教授は星条
旗新聞に対して、「この [3 ヵ国の提携関係] は、地域および 
世界の知情意をかけた競争であり、そうでない振りを 
するのは馬鹿げている」と語っている。

他のアナリスト等と同様に、中国の南太平洋プロジェク
トが成功しているという見解に反対意見を唱えるグロッサ
ーマン客員教授は、「こうしたプロジェクトの多くはうまくい
っていない」とした上で、「これを中国の成功と捉えるのは
現実的ではない」と述べている  o

2017 年 2 月、ワシントン DC のホワイ
トハウスで開催された会議で安倍晋三
首相を歓迎する米国のドナルド・トラ
ンプ（Donald Trump）大統領（左）
GETTY IMAGES

「その太平洋で我
々が昔からもっ
ている権利を、
国の大小に関わ
りなく守ってく
れるのが法の支
配である 。」

- 安倍晋三首相
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漁業
管理

太平洋諸国の生活様式、繁栄、経済的主権を 
脅かす乱獲

ロバート・T・ヘンドリクソン（ROBERT T. HENDRICKSON）大尉/米国沿岸警備隊
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マグロは世界各地の何億人も
の住民にとって重要な食物
であるというだけでなく、
西太平洋と中部太平洋の 
マグロ漁場に点在する多くの 
国々の主要な経済推進力で
もある。

メバチマグロの刺身から
ツナ缶に至るまで、今日市場で販売されている 
マグロの約 60％は赤道南北5度に広がる「ツナベル 
ト」で漁獲されたものである。

太平洋諸国の多くは自国の繁栄と経済的主権の
ために漁業に特に依存している。たとえば、キリ
バスでは魚類が食物の全タンパク質の 28.8％、 
動物性タンパク質の 55.8％を占めている。国連食糧 
農業機関（FAO）によると、この数値は同地域に
おける他の太平洋諸国でもほぼ同様である。

世界銀行の報告書によると、漁業収益が国内総
生産（GDP）で占める割合はキリバスが 64％、
ツバルが 46％、マーシャル諸島が 32％、ミクロネ
シアが 24.4％となっている。また、トンガの人口
の 33％が、サモアの人口の 42％が漁業分野に従事
している。  

IUU 漁業（違法・無報告・無規制漁業）
乱獲により、上記の国々における将来的な食料安
保と経済的主権が脅かされる可能性がある。世界
銀行、ピュー慈善信託、太平洋諸島フォーラム漁
業機関（FFA）、欧州連合（EU）などの別の調査
によると、漁業従事者は未報告で同地域のマグロ
漁獲割当量を 30％も上回る量を漁獲している。 
成魚を過剰収穫すると、親魚が枯渇して産卵が激減 
することで、漁業資源が崩壊する可能性がある。

同リスクを考慮に入れて、インド太平洋諸国は
協力してこの貴重な資源を保護し、地域を安定化
させる必要がある。中西部太平洋まぐろ類委員会 
 （WCPFC）および太平洋諸島フォーラム漁業機関
が、同地域における魚の個体数を管理し、IUU漁
業を取り締まる主要機関となる。

マグロ資源は回遊性が非常に高いことから、 
漁業管理が一層困難である。今日キリバスの排他的 
経済水域（EEZ）で泳いでいるマグロは、明日に
はマーシャル諸島の排他的経済水域または公海の
どこかに移動しているかもしれない。区域間に 
おけるマグロの自由な移動により、執行環境が挑戦 
的なものとなる。同地域だけでなく、世界的に 
マグロを含む多くの魚介類乱獲が発生している。

IUU 漁業は地域内外の緊張に繋がる。太平洋 
諸島フォーラム漁業機関による 2016 年の報告書に
よると、太平洋諸国で多発している IUU 漁業に 
よる漁獲は年間で 600 億円（6 億米ドル）以上に相当 
する。国内総生産が年間約 200 億円相当（2 億 
米ドル）のキリバスなどの国々ではその損失は相当 
な額となる。グリーンピース・ニュージーランド 
 （Greenpeace New Zealand）によると、同地域で太
平洋諸島の漁船により漁獲されるマグロは全体の
わずか 20％に過ぎない。

2018 年 11 月にパプアニューギニア州モレスビー港で開催されたアジア 
太平洋経済協力会議で、キリバス代表のデビッド・ティアボとポー 
ズをとるニュージーランド首相ジャシンダ・アーダーン。ロイター
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広範にわたる影響
しかし、漁業は食料安保の問題だけではな
い。これは同地域の住民の生活様式であり、
かつ経済的主権の基盤を成すものである。

数多くの事件からもわかるように、漁業
資源を健全に保てば、食糧確保、経済的保
障、地域における安全保障に直接、好影響
が出る。つまり食糧不足は多くの安全保障
問題に悪影響を及ぼす。集団移動を引き起
こす大きな原因になり、人身売買に携わる
人々など、国際犯罪集団が地域で足場を 
確立する後押しとなっている。  

海外から来た遠洋漁民がソマリアの 
排他的経済水域で、法律を遵守せず過剰 
に漁業を行ったせいで漁獲量が著しく減 
少し、漁民は海賊になりアフリカの角 
から離れた。1970 年代後半にアイスラン
ドとイギリスの間で漁業権の紛争が発生
し、1990 年代後半にはカナダとスペイン
の間で同様の小規模な衝突が発生した。 

また乱獲により、近年、漁業権を主張する中 
華人民共和国（中国）と東南アジア諸国と
の間にも緊張が高まっている。例えば、 
中国はベトナムやフィリピンの漁師に対して 
攻撃的な嫌がらせを行なっている。

漁獲量の大幅の低下は太平洋諸国の多く
の国々において、経済危機も引き起こして
いる。漁獲量に経済が依存しているため、
これらの戦略的に重要度の高い国家は、 
中国が採用するような小切手外交や債務帳
簿外交といった戦略に脆弱性を露呈してい
る。また海賊行為、暴力的な過激主義、 
国際犯罪組織、その他の不安定要素にも影響 
を及ぼす可能性も高まる。 

今後の方向性
責任をもって漁業を行う国家は、太平洋諸島
諸国の領海で起こる、報告されていない乱獲
に対処するため、協力する必要がある。地域
を協力的に管理すれば、「ツナベルト」の持
続可能性を実現するうえで大きく役立つと思
われる。同盟国やパートナー国家は効果的な
海洋統治の構築と、地域内での政治的な意思
を生み出す支援を行うことができる。国際社
会では監視と取り締まりができるよう能力を
確立するために、努力を惜しんでいない。 
しかし、最先端のスマートな巡視船と組み合
わせた、最新ハイテク監視システムは、 
による最終的な執行力がない限り、有効で
はないことが証明されている。中西部太平洋
まぐろ類委員会(WCPFC)の保全管理措置法
(CMM) は、漁獲記録や転送手続きに関して
詰めが甘い。  

乱獲への対処は、WCPFC の責任をもっ
て漁業を行う国が集まり、乱獲を規制する
厳格な CMM を実施しようとすることに端
を発している。さらに WCPFC は、公海に
おけるすべてのセグメント積み替え搬送を
禁止する規制を実施しなければならない。
つまり沿岸国は排他的経済水域内での漁獲
量および積み替え輸送について同様の国内
法を採用し、施行しなければならない。 
また、その法律に違反した IUU 漁業従事者
を、基本的に国家収入を奪うことになる 
ため、積極的に訴追する政治的意志を持つ
必要がある。

多くの責任ある大国は、乱獲に係るこの
新たな危機に対処できるよう積極的に取 
り組んでいる。例えば、ニュージーランド
は、フィジー領海において 3 か月間の IUU
漁業パルス行動を支援するためにニュージ
ーランド海軍巡視船を配備し、150 以上の

「ドーナッツホール」の中央ベーリング海におけるス
ケトウダラの事例を考察する。この地域は、アラスカ
とロシアの間にあり、地中海よりもわずかに広い公海
に位置している。ロシアと米国の排他的経済水域がド
ーナッツホールを囲んでいるが、法規上は公海であ
り、どの国の漁民もアクセスできる。肥料からフィッ
シュサンドイッチまで、あらゆるものに使われている
スケトウダラが豊富に採れる。国際船舶は1983年から
1993 年までドーナッツホール内のスケトウダラを非情
なまでに獲り、1989 年から 1990 年のピーク時には、
スケトウダラの水揚げ量は 140 万トンを上回った。し
かし 1990 年から 1991 年には、水揚げ量は 30 万トン
に至らない程度にあえぐこととなる。翌年、乱獲によ
り漁業量は激減する。2016 年の最新調査を行った時点
で、漁獲量は枯渇してしまっている。

漁獲量激減に関するケーススタディ
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海洋強制乗船を実現した。米国と地域諸島
の間の 11 に及ぶ二国間シップライダー協定
により、近似した行動が可能になった。 
米国はまた、将来において、シップライダー 
国の検察能力の向上に役立つ船上法的支援
を想定している。

オーストラリア、フランス、ニュージ
ーランド、米国は、長年にわたって太平
洋諸島・地域と協力し、海洋領域意識と
安全保障能力を構築してきた。日本と 
カナダも、この交易領域で取り組みを行っ 
ている。  

米国と 16 の太平洋諸島間の継続的協
定である南太平洋マグロ協定は、1988 年
に施行され、1993 年および 2002 年
に延長され、30 年以上継続してい
る。2016 年 12 月、参加国は、米国漁船
が協定国が生産的なマグロ漁業海域への

アクセスできるようにする方法を近代化
し、協定を更新した。この協定は、国際
的な漁業協力のモデル協定で、漁業オブ
ザーバーおよびデータ報告要件、ならび
に地域の漁業監視体制、管理および監視
基準の確立に役立てられた。

これらの種類のイニシアチブを構築す
るためには、より一層取り組みを行う必
要がある。その他の遠隔水域における責
任をもって取り組みを行っている漁業国
は、国家権限の下、違法漁船および輸 
送船に対してより厳しい態度を持って臨み、 
この地域の経済を主にけん引している 
マグロの長期的な持続可能性を確保する
必要がある。マグロの展望はインド 
太平洋全体の未来に緊密にかかわっている。 
太平洋諸島諸国の経済と同様に、 
地域全体のセキュリティも然である。o

2018 年 10 月、東京
で再開された豊洲市
場で冷凍マグロを
チェックするバイ
ヤー。
AP 通信



リーダーの 
育成

ニュージーランド軍の観点
ジョン・R・ボズウェル（JOHN R. BOSWELL）少将、ニュージーランド陸軍参謀長

相互運用性を目指して
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オリ族のことわざは、ハラケヶや亜麻の 
植物をたとえに用いて、世界の子どもたちの 
声が聞こえなくなれば、（次世代の）人類
は生き残らないとしている。（植物は家族 

 （whanau）、つまり外側の葉は祖先（tapuna）、 
内側の葉は親（matua）、最も内側の葉は赤ちゃん 
 （rito または pepe）を表している。 子供を保護 
するために、内側の葉を残して、外側の葉っぱの 
みを切る。）

マオリの人々は、およそ 1,000 年前にニュージ
ーランドに定住したが、ヨーロッパ人は定住して
200 年に満たない。私にはマオリの祖先はいない
が、ヨーロッパとマオリ、両者の遺産を完璧に 
反映し、進化した文化を誇る軍に従事している。
軍としての私たちの行動の多くは、服装、訓練、
階級、伝統、シンボルなど、イギリスにその由来を 

持っている。しかし、ニ
ュージーランド兵として
の私の人格の多くは、 
マオリの戦士精神によって 
も形成されている。もち
ろん組織としても、マオ
リ人の慣行や伝統の多く
を受け入れてきた。1995
年、ニュージーランド軍
はニュージーランド国内

の部族団体として正式に認められ、その日から戦
神の部族である Ngati Tumatauenga とも呼ばれるよ
うになった。

この点を説明するうえで重要なのは、特に
アメリカ合衆国の同僚たちに、ニュージーラン
ドは西洋民主主義国家であり、UKUSA 協定国
(Five Eyes)であり、あなた方と同様の理論、戦
術、技術、手順を採用しており、小規模であり
ながらプロフェッショナルな防衛力があるもの

の、DNA は同じではないことを示したいという
ことだ。私たちは自分自身を違う見方で考えてい
る。一個人、リーダー、そして専門的な兵として
私にとって重要なことは、あなたにとってはあま
り重要ではないかもしれないが、時に優先順位が
異なる場合があるだろう。 

理解を深める
したがって、複雑な世界に向け地域のリーダーを
育成し、地域のパートナーと一緒に、共に軍事行
動を行うことに重点を置いている。そのうえで我
々がインド太平洋地域のリーダーシップ育成を 
支援するうえで、自分たちにとって有効なものが
地域のパートナーにとっては同様に有効ではない
可能性があることを認識するのは重要だと考えて
いる。個々の要件とトレーニングの焦点は、たと
えそれがパートナーが学ぶ方法であっても、慎重
に理解する必要がある。さらに、もっと時間を割
いて、支援している対象者と、相互運用性の成果
などの互いが求める成果の両方を鑑みて、提供 
している支援をより適したものにできることを理解 
することでのみ、これを達成することができる。

つまり、こういった多様性のある地域において 
他の軍隊と効果的に統合するには、我々の地域の 
方法や規則の本質や中核的な内容を損なう 
ことなく、異なるニーズに適応させ、それらの
国々と比較的簡単に協力できる能力のある、 
トレーナーや教育者が必要である。自身の文化
とは異なる文化に共感でき、インド太平洋地域
の仲間と時間を割いて関わり、交流し、強力な
仕事関係を形成するだけでなく、状況に合わせ
ながら、関連性のある、トレーニングソリュー
ションを開発できるトレーナーが必要とされて
いる。ニュージーランド軍がこの課題にどのよ
うに取り組んでいるのかを検討する。

マ

Hutia te rito o te harakeke, Kei whea te komako 
e ko? Ki mai ki ahau; He aha te mea nui o te Ao? 
Maku e ki atu, he tangata, he tangata, he tangata

亜麻の木の中心が抜かれてしまったら、スズドリはどこで歌えばよいのか？「世界で最も大切なことは何か？」と
問われたら、必ず「人々、人々だ」と回答するでしょう。

ニュージーランド陸軍砲兵
学校で、ワイオウルでの砲
撃演習中の武器と迫撃砲の

射撃訓練で、16 連隊の新た
な下級将校と射撃手をテス

トしている。 
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以前ニュージーランドでは、将校のキャリアス
タートにおいて正式なリーダーシップトレーニング
を実施していた。その後は、特に下士官（NCO）
および准尉のための、選択したコースの状況に応じ
たタッチポイント以外では、現場で積める経験に 
依存し、次のレベルに向けて人材を準備させていた。

ニュージーランド軍では人材が現代的な環境で
リーダーシップが発揮できるようしっかり準備を
進めさせるため、リーダーシップトレーニングを
キャリアアップとより適切に整合させ、トレーニ
ングコースによってリーダーシップ開発を適切に
統合するフレームワークを採用した。こういった
転換は本人のキャリアを通じて指揮下にある人材
にインスピレーションと指示を与え、適切なツー
ルを手にし、柔軟性に富んだリーダーの軍を作り
出すことを目指すものであった。フレームワーク
は、セルフリード、チームリード、リーダーリー
ド、システム、能力、統合された能力、組織リー
ドといったゲートを通じて進められていく。

これらのステップは、新兵から参謀長までの
すべての人々に説明されている。これらはニュ
ージーランド軍のキャリアアップモデルと関連
しており、クラス講義で教授する理論、全方位
的な報告、実験的な屋外学習の形式を採用して
いる。重要なのは、このフレームワークでは 
スタンドアロン型のリーダーシップコースに加え 
て、リーダーシップトレーニングをすべての 
指令コースと専門コースに統合するための基礎を 
提供している点である。たとえば、歩兵部隊 
指揮官のコースのリーダーシップ目標はチームリ 
ードレベルに基づいているものの、戦闘部隊指
揮官コースとリードシステムレベルのコースを
関連付けている。私自身は准将として、2018 年 8
月に組織リードコースに参加した経験がある。

このシステムでは、リーダーは階級、ポジション、 
経験に関わらず、あらゆるレベルでの能力開発 
を必要とすることが認識されており、軍全体の 
リーダーシップトレーニングに共通する基準を 
提供している。さらに、リーダーシップ育成に対し 
可能性のある支援について、地域パートナーとの
会話の出発点を示している。パートナーが求めて
いる様々な学習成果や結果に対し、個人のリーダ
ーシップ能力を向上させ、パートナーとの交流や
軍事行動のレベルを向上させるトレーニングサポ
ートパッケージを開発する。

パプア・ニューギニアとの取り組み
2017 年、パプアニューギニアはリーダーシップ育
成理事会を設立した。過去 8 年間にわたり、ニュ
ージーランド国防軍 (NZDF) はパプアニューギニ
アと協力して、一連の交換交流とコース開発 
イニシアチブを通じて、クミュルのリーダーシップ 
フレームワークを開発する支援をしてきた。パプア 
ニューギニアの極楽鳥であるクミュルは、リーダ
ーシップ、卓越性、そして国民の大望を象徴して
いる。NZDF では、パプアニューギニアとの関係
性を尊重し、その文化を認め、クミュル・リーダ
ーシップ・プログラムを作成した。 

プアニューギニア防衛軍 (PNGDF) 
は、2017 年にリーダー人材のコーチング、
トレーニング、メンタリングを強化する 

フレームワークを立ち上げた。これは軍で初の
リーダーシップ開発プログラムである。

パプアニューギニアの英語新聞である ザ・ 
ナショナル（The National）紙によると、PNGDF 軍 
司令官ギルバート・トロポ（Gilbert Torop）
准将は、「組織を成長させ、最高水準
で PNG、PNG の人材及び利益を守るための作戦
を実施するため」クミュル・リーダーシップ・ 
フレームワークが必要であると述べている。

パプアニューギニアの Post-Courier （ポスト
クルーリエ）紙によると、2017 年 12 月に開催
された式典でトルポ准将は首席国務卿アイザッ
ク・ルパリ（Isaac Lupari）大使とソラン・ミリ
シム国防大臣（Solan Mirisim）と共にフレーム
ワークを開始した。

PNGDF の高官は、軍の価値観に基づいた
リーダーシップフレームワークを採用するため
に、2014 年に Laloki Declaration（ラロキ宣言）
に署名した。本件に関し、「PNGDF における
リーダーシップ開発の基幹となるだろう」と 
トロポ准将は話す。

ディッカーズ・エッソ（Dickers Esso）中佐
はニュージーランド国防軍から支援を得ながら
フレームワークを作成した。PNGDF 参謀長レ
イ・ヌマ（Ray Numa）大佐および PNGDF の
他の最高指導者からなる専門家ワークグループ
が、フレームワークを承認したと Post-Courier  
 （ポストクルーリエ）紙が報じている。

2018 年 8 月、PNGDF 地域指揮官であるカ
ール・ウラコネイ大佐は 同紙に対し、PNGDF
のリーダーシップ開発は同軍指揮官の最優先事
項であると話している。2018 年 8 月並びに 10月
に、PNGDF はクミュル・フレームワークの下、
最初のトレーニングセッションを実施した。

2 人のニュージーランド国防軍のメンバーと、
ネイサン・ターナー（Nathan Turner）軍曹及び 
アレックス・フレイザー（Alex Fraser）軍曹は、
当該トレーニングコースの実施を促進した。コース 
は中尉から大将までの指導者を対象としている。

ウラコネイ大佐は、最初のコースで参加者
は「下級指揮官がレベルでリーダーシップをと
るためのメッセージングを練習し、推進するの
に適したプラットフォームを提供する」ための
ツールを得ることができるとコメントしたこと
を、 同紙が伝えている。

パ
FORUM スタッフ

クミュル 
リーダーシップ
フレームワーク
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クミュル・リーダーシップのフレームワーク
は、NZDF リーダーシップ開発フレームワーク 
を反映しているものの、パプアニューギニア 
独自のリーダーシップレベル、倫理構造、価値観 
要素を維持している。パプアニューギニア防衛
軍 (PNGDF)は、最近、指導力(Lead Capability)
コースを設計、開発、提供した。これによりクミ
ュル・リーダーシップフレームワークを検証で
き、PNGDF のリーダーシップに具体的な改善を
もたらした。PNGDF のリーダーシップ開発ディ
レクターの設立と、それに続くトレーニングの 
提供の成功は、強力なパートナーシップにより実現 
できた内容を反映している。

相互支援プログラムでは、太平洋および東南
アジアの数ヵ国に、こういったリーダーシップ 
トレーニングを提供している。このプログラムの 
資金を提供は、PNG に派遣したものと類似する数 
多くのトレーニングチームや、太平洋諸島へのサ
ポートスタッフの常駐、およびニュージーランド
での指揮、リーダーシップ、スペシャリストコー
スへの太平洋および東南アジアの軍隊の代表の 
出席や参加に対して行われている。また、ニュージ 
ーランドの高等教育機関への受講をパートナー 
諸国にも支援している。これらすべては、相互運用 
性を促進する連携の取り組みである。

人々
この記事の最初に人生にとって重要なことに関 
するマオリのことわざ「すべてにおいて最も 
重要なことは何か？」という問いに「He tangata,he  
tangata, he tangata.(それは人々、人々だ)」と回答
していることを記載した。

ニュージーランド軍が地域の盟友に提供する
サポートを通じて、ますます複雑さを増す世界
で自国、パートナー、同盟国と共に軍事行動を
行っていくために、地域リーダーの育成を支援
している。これは、より広範囲な「相互運用性
方程式」の「人々の部分」を明白にターゲット
化した結果である。

しかし同じように重要なのは、我々が地域全
体のリーダーと確立した専門的な関係のネット
ワークだ。当軍の人材がキャリアを通じて成長
し、進歩していくに従い、歩みを共に進歩する
パートナー諸国の仲間が得られている。彼らは
平和と危機の両方のタイミングで連絡を密にと
れる貴重な存在となっている。多くの場合、 
地域の取り組みによって構築された関係により、 
官僚主義を横断し、アジアおよび太平洋のパー
トナーとより効率的に統合でき、当該地域で 
より効率的に行動を共にすることができる。 
これらの結果からの価値提案は、特に相互運用性の 
観点からみても、はっきりしている。 o

本稿は、2018 年 5 月 24 日にハワイ州ホノルルで開催された陸軍太平洋会議の「複
雑な世界のための地域リーダーの育成」パネルで行われた、ジョン・R・ボズウェル 
 （John R. Boswel）少将のスピーチを改編したものです。

2018 年 4 月 25 日、ウェリントンにあるプケアフ国立戦争記念公
園（Pukeahu National War Memorial Park）でのアンザック・ 
デー（Anzac Day）セレモニーの期間中、警備をするニュージー
ランド兵。アンザック・デイは、第一次世界大戦中ガリポリの戦い 
を戦い抜いた、オーストラリア軍とニュージーランド軍の兵士を
記念して祝われている。 GETTY IMAGES
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平和を維持
して持して

世界的な

FORUM スタッフ | AFP/GETTY IMAGES

スリランカは、世界的規模で平和維持者としてその存在感
を増すだろうと、FORUM 誌に語るマヘシュ・セナナヤケ

（Mahesh Senanayake）陸軍参謀長。 
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ススリランカのマイトリーパーラ・シリセーナ（Maithripala 
Sirisena）大統領は 、2017 年 6 月にマヘシュ・セナナ
ヤケ（Mahesh Senanayake）を軍の司令官として任命し
た。セナナヤケ氏はこの際中将に昇格している。

セナナヤケ司令官は、スリランカの公安部隊が
関与したほぼすべてのタミル・イーラム解放のトラ  
(LTTE) 作戦に参加し、同組織との戦いに 30 年間
費やした。敵に立ち向かう勇敢さで知られている 
人物である。司令官自身の功績が認められ、 
彼自身のイニシアチブで行われた戦闘での勇敢で 
英雄的な行動で、ラナ・ウィックラマ・パダッカマ 
 （Rana Wickrama Padakkama ）が授与され、
戦闘展開中での前線における個人的な優れた行
動で何度もラナ・スーラ・パダッカム（Rana Soora 
Padakkame）が授与され、および少なくとも 
15 年間の継続的な勤務で完璧な懲戒及び功績
を認められウッタマ・セバ・パダッカマ（Uththama 
Seva Padakkma ）を授与されている。

セナナヤケ司令官はコロンボのアナンダ大学
(Ananda College)を卒業後、1981 年 10 月にスリラン
カ軍に入隊した。訓練終了後、工兵部隊に加わった。
彼はまた、インドのジャワハラル・ネハル(Jawaharlal 
Nehru University)大学の土木工学学士を取得し、 
アメリカ陸軍指揮幕僚大学(U.S. Army Command 
and General Staff College)を卒業している。

軍人としての華 し々いキャリアを通じて、多くの司
令官、職位及び指導官を務めた。現在までに特殊部
隊連隊の連隊中心指揮官、211 歩兵旅団の指揮
官、特殊部隊連隊の指揮官、ジャフナのバラーニ 52
師団の司令官を務めてきた。さらに、戦争の最も重要 
な期間に、52 師団の参謀総長、ジャフナのセキュ 
リティ部隊本部の参謀長准将など歴任した。彼はまた、 
サプガスカンダ（ Sapugaskanda）の陸軍指揮 
幕僚大学でリーダーシップの役割も担った。

2016 年、治安部隊ジャフナの司令官に任命さ
れ、半島のいる国内移住者の再定住に対し大きく
貢献した。コミュニティと政府は、和解プロセスへの
優れた貢献を認めている。2017 年 3 月、スリランカ
軍参謀長に任命された。彼はまた、特殊部隊の大佐
も務めている。

スリランカ陸軍の最大の成功は何だと考えて
いますか？
2009 年に 30 年続いた内戦が終結した後、国内のテ
ロを減らし、テロと戦うための方法論において新しい
理論や戦略を発展させた。停戦からすでに9年たっ
ているが、国内では爆発の一つも発生していない。

平和維持へのアプローチが成功したと思う理由
をお答えください。
我々は非常に包括的な計画を採用し、かつて反乱
を起こした者たちを社会に融合させるべく懸命に
努力した。リハビリテーション（rehabilitation）、 
再構築（reconstruction）、再統合（reintegration）、 
再定住（resettlement）および和解（reconciliation）を 
意味する「5R」コンセプトを組み合わせて 
使用している。つまり本戦略の背景の最大の
エネルギーである軍は、国の正常化に導く、
このコンセプトに完全に関与している。

インド太平洋地域の平和維持に対する、将来の
スリランカの役割をお答えください。
スリランカにとって、平和維持は地域の治安のために
重要であり、その地域が平和であることも重要であ

2017 年 7 月にコロンボで司令官を務めるため、セレモニ
ー中に儀仗兵を検査するマヘシュ・セナナヤケ（Mahesh 
Senanayake）陸軍参謀長。
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る。経済開発と地域の平和は相互に補完している。 
我が国は、この地域の多くの国と、特筆すべきパートナ 
ーシップを確立している。例えば、インドとパキスタン
の 2 ヵ国は主要なパートナーだ。我々は中立的なパー
トナーとして、当該地域で最も優れた役割を担うだろ
う。スリランカを通じて太平洋地域を結びつけられる
からだ。こういった国 と々国内での対話を維持し続け
ることが重要だと考えている。スリランカでは、防衛省
が計画状況の段階から、陸軍、海軍、海軍空軍、 
および空軍の陸海空三軍をまたいで連携させ、 
関与するたび共同演習を調整するようにしている。

スリランカの国際的な平和維持活動における役
割についてもう少しお話しください。
スリランカは長年にわたって、コンゴ民主共和
国、ハイチ、レバノン、マリ、南スーダン、東ティモ
ール、西サハラなどの国々で展開される、国連の
平和維持活動の数多くに軍隊を派遣してきた。
近年、我々はこういった作戦への関与を増やそう
としている。現在、中央アフリカ共和国、レバノン、
南スーダンでの作戦を支援している。工兵、オブ
ザーバー、参謀など様々な部隊能力を供給してい
る。たとえば、南スーダンでは、レベル II の病院を
監督している。

長きにわたった内戦が終結したことを鑑みて、
スリランカ軍にはどのような変化があると思われ
ますか？
現在軍には 20 万人の兵士がいる。2020 年
と 2025年の計画を発表したが、規模が変化する
可能性があるものの、縮小を意味しているわけで
はない。国の完全性を維持するため、軍の兵科、
大砲工兵に適用される、適切なサイズを導き出す
だろう。我々は軍を活用し、国の再建を支援してい
る。また、国連の平和維持への貢献を増していくつ
もりでもある。

内戦後の国の再建における、軍の役割について
もう少し説明してください。
軍隊はまさしく、スリランカの一般市民とのかかわり
の一角を成している。一般市民に対する影響力を持
つため、市民が再び内戦を起こさないように支援し
ている。より広義において、我々は軍を ３ つの軍隊
に分割した。一つ目の戦力は、戦闘訓練を行い、戦闘
力を維持することを目的としている。二つ目の戦力は
国家建設を目的としている。建設、農業、灌溉プロジ
ェクトを通じて、国を再建できる。システムを修復し、
国を再建し、各兵士が歩兵を専門としているのでは
なく、産業の専門家になるという意味でこれを成し遂
げている。三つ目の戦力は、軍とスポーツを管理し、
国家建設プロセスをリードすることを目的としてい

る。軍は 22 年間にわたりスポーツの試合に参加して
きた。これらの三部門を通じて、スリランカ軍は目的
を果たすための懲戒と訓練を受けているため、スリラ
ンカの力が軍によってリードされるだろうと期待を寄
せている。こういった形で、わが国の能力が発展して
いくことを望んでいる。

スリランカ軍が直面する最大の治安上の課題と
は何ですか？
我々は脅威に基づいた編隊から能力に基づく軍隊
へと移行している。軍の戦闘力を維持し、訓練を行
い、機器や装備を備えて、いかなる事態、内部または
外部の攻撃や自然災害にも対処する。また、麻薬の
密輸、人身売買、サイバー戦争などといった、新たに
直面するであろう脅威といった今までにない状況に
も備えている。また、島嶼国であり、輸送のための島
でもあることから、他国からの流入にも備えている。
通常ではありえない脅威にむけての発射台として 
使用される可能性がある。東部には、主にイスラム教徒 
の国が多い。

スリランカは開かれた国である。旅行にも適し
た観光地であるため、誰でもこういった活動に参加
し、活用する可能性がある。サイバー戦争に強く関心
を寄せている理由の一つがこれだ。国防大臣の下、
合同作戦のために 3 つの部門全体にサイバー部隊
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が組織化されている。部隊全体で合同作戦が行われ
るだけでなく、すべての政府機関が協力してこれらの
部門の手配を行っている。

現在問題が起こっていないのも事実だが、いずれ
は直面する脅威だ。

2018 年 5 月 22 日から 24 日にかけてハワイのホノ
ルルで開催された第 6 回年次LANPAC（Land 
Forces of the Pacific）シンポジウムと博覧会に 
おける「重要なメッセージ」とは何だと思いますか？
会議では、作戦と多国間行動の組み合わせの重要
性が強調されていた。現在課題と状況はとても複雑
で、どの国もその解決策を持たない。つまり地域的
で、グローバルな課題に取り組むための解決策は、
多国間でなければならない。

我々は共同戦争の可能性を信じているが、 
多国間のアプローチでは、それに対し課題がある。 
戦争は多くの観点において、政治の延長にある。 
異なる国の政治的なアジェンダが干渉する可能
性もある。それぞれの国の人々が本当に享受すべき 
平和を理解しなければ、独自のイデオロギーに 
つながるだろう。彼らは、特に知財の共有において
は、我々が考えているような協力をしない可能性も
ある。実際のところで知財が共有なされないという 
のは、どんな軍でも直面する本質的な課題である。 

共同訓練だけでなく、人々の知性も課題だ。階級、 
人種、宗教などによって分裂している人々に、我々
はみな人間だということを教育するうえでの課題
である。彼らは、セキュリティに対する地域社会 
の協力の重要性に対する意識を高め、教育を受
けている。

スリランカ人として、アメリカインド太平洋軍司令
部の重要性を理解しています。それは国としての理解
である。アメリカインド太平洋司令部と仕事を一緒に
できるのを楽しみにしている。

FORUM の読者に他に何か伝えたいことはあり
ますか？
隣人は友人だと信じている。隣人は友人となり、各国
を確実に友人としたいと思っており、すべての隣人と
協力できるという信念を熱く持っている。この地域の
すべての軍と友好関係にあり、多国間アプローチの
重要性を皆がしっかり理解できるよう、時間をかける
ことは非常に重要だ  o

写真左：ハイチでの国連平和維持活動に参加するスリランカ
兵。2006 年に行われた選挙資料配布を支援している。

2016 年 5 月、スリランカ軍救出チームのメンバーが、首都コロ
ンボ郊外のカドゥウェラ郊外で発生した洪水の中、女性を安全に
移動させている。
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インド海軍にとって3隻目のスコルペヌ型潜水艦
カランジ（Karanj）は、2018 年1 月 31 日にムン
バイのマザゴンドック造船所（Mazagon Dock 
Shipyard）で開催されたセレモニーの後、アラビア
海に向けて出航する準備が整っている。AFP/GETTY IMAGES

近代化を進める
インドの 
潜水艦
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2017 年 12 月 8 日はインド海軍潜水
艦隊の 50 周年を祝うため、祭日と
された。ナレンドラ・モディ首相
は、インド初の国産スコルペヌ級
潜水艦であるインド海軍艦船(INS) 

カルヴァリを委任させ、この祝賀式典を記
念しました。

 INS カラヴァリは、インド洋の恐ろし
い捕食者であるイタチザメから名付けられ
ているが、ムンバイを拠点とする政府所有
会社マザゴンドック株式会社(MDL)が建造
した 61.7 メートル、1,565 トン級のディーゼ 
ル電気ハンターキラー潜水艦 (SSK) 6 隻の
うちの1隻である。この取引は、現在はナバル 
グループ（Naval Group）と呼ばれる、 
フランス造船所 Dcns からの技術移転の下、 
行われている。プロジェクト -75 として 
指定されたプログラムは 2006 年 12 月に 
開始され、カルヴァリは9年後に竣工した。
その後、装備と試運転に2年を要した。

カルヴァリの試運転は、その名の由来と
なったものが海軍に届けられた、1967 年 12
月 8 日にさかのぼる。海軍の潜水艦隊を構成
する 8 隻のソ連のフォックストロット級ディ
ーゼル電気哨戒潜水艦のうちの1隻である。
レニングラッド（現在はセントペテルブル
ク）のスードメヒ（Sudomekh）の造船所で
建立された8隻すべては、その後すべて任を
解かれている。2隻目のスコルペヌ級潜水艦
は、フォックストロットの 2 隻目のあとに
カンデリー（Khanderi）として洗礼を受け
た。2017 年 1 月に竣工して、海上試験を受
けていた間に、2018 年 1 月 31 日に 3 隻目の
カランジ（Karanj）が竣工した。残り 3 隻の
潜水艦は様々な装備段階にあるが、2020 年
までに船隊に参加する予定である。 

 
転世する艦船
伝統的にインド海軍は、任を解かれた艦船
と潜水艦はその名を引き継ぎ転生させてい
る。およそ 30 年間の任を終え、司令官は
1996 年 5 月に最初のカラヴァリ（Kalvari）
は退任させた。

 軍最高司令官も務める、インドのラ
ーム・ナート・コーヴィンド（Ram Nath 

Kovind）大統領は、部隊に与えられた最高
の名誉である大統領兵科色を、潜水艦部隊に
贈った。2017 年を「潜水艦の年」として祝
ったインド海軍は、1951 年 5 月 27 日、3つの
任務のうちの一つで初めての名誉を受けた。

 MDL の会長兼マネージングディレク
ターである退役提督ラケシュ・アナンド
（Rakesh Anand）は、カルヴァリをイン 
ド海軍への導入したことを「水中戦争の 
すべての作戦側面において優位性を持つゲー 
ムチェンジャーだ」と見ている。任務前に
すべての武器発射が完了したことを称し、
スコルペヌ型の最先端技術には、高度な音
響サイレンシング技術、低放射線騒音レベ
ル、精密誘導魚雷兵器および発射管型対艦
ミサイルなどによる流体力学的に最適化 
された形状と致死性、などといった優れた 
ステルス機能が含まれていると話している。 

国防省および海軍当局は、2016 年 8
月、オーストラリア新聞（The Australian 
newspaper）がプロジェクト -75 に関する
データが広範囲で漏洩したことで、インド
政府の機密潜水艦プログラムを損なうか、
国家安全を損なわれると報じた件を否定し
ている。当局は公開された影響を重要視せ
ず、漏洩した文書（全 22,400 ページ）が、
それ以降修正された 2011 年までの一般的 
なデータおよび情報で構成されていると 
主張している。オーストラリアは 2016 年 4 月 
にDCNS （ナバルグループ）に対し、2 隻
の潜水艦を建造するための 500 億オースト
ラリアドル（ 380 億米ドル）の契約を付与
し、情報漏洩は企業スパイによるものと 
みなされた。 

潜水艦部隊はインド海軍の攻撃作戦す
べてにおいて最前線にいた。1971 年のイ
ンド − パキスタン戦争では、潜水艦4隻が
ベンガル湾とアラビア海の東西両方の海
上戦域に展開され、敵の行動を制限した
ことで、特に大きな役割を果たした。 
現在インド海軍には、6 つの階級の従来型潜 
水艦と原子潜水艦による作戦行動の経験
がある。これは、脅威に対して使用する
海上戦略固有の潜水艦で、平和維持する
ために活用される。 

インド産のスコルペヌ型潜水艦隊 
竣工を祝う サロシュ・バナ（SAROSH BANA）近代化を進める

インドの 
潜水艦
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2016 円 2 月、Visakhapatnam（ヴィシャーカパト
ナム）で行われた国際艦隊の閲兵式中に 
インドの潜水艦に乗っているインド海軍兵。 
AFP/GETTY IMAGES

潜水艦部隊はインド海軍の攻撃作戦 
すべてにおいて最前線にいた。 
現在インド海軍には、6 つの階級の 
従来型潜水艦と原子潜水艦による 
作戦行動の経験がある。これは、 
脅威に対して使用する海上戦略固有 
の潜水艦で、平和維持のため活用 
される。
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ハードルを克服
インド潜水艦の 50 年は、常にスムーズな
航行とは言えなかった。4 年前、会計監査
役兼監査役長は、国産軍艦の建設は時間と
コストの超過によって常に予定から遅れて
いると報告した。国家の会計士長は、許容
されていない項目の費用を含めるために
MDLを選定し直した。報告書はまた、 
国防省とインド海軍の間の見通しとコミュニ 
ケーションの欠如にも問題があることを 
指摘してる。 

プロジェクト-75はスケジュールに対し
て 5 年遅れており、本来のの契約コスト
26.3 億米ドルが 38 億米ドルまでに急増し
ている。INS カラヴァリは 2012 年から任
につく予定だった。時間とコストの超過に
加えて、他にも大きな課題がある。 
スコルペヌ型は 2002 年以来国防研究開発機関 
によって開発されている非大気依存推進 
(AIP)システムを搭載する予定であったが
あ、API は追加されておらず、遅延が長引
き現在、その最終生産について疑問を引き
起越している。

AIP は、非原子潜水艦の水中耐久力を 3
から 5 倍程度強化するものである。AIP を 
搭載していない潜水艦は、2、3 週だけ水中に 
滞在することができる。従来の潜水艦は 
現在 AIP を搭載しているが、この重要な能力 

が欠落していることでインドの作戦に制約
が生まれてしまう。インド海軍は、2016 年
8 月に就任した原子力潜水弾道ミサイル潜水
艦（SSBN）である、初の国産潜水艦である
INS カルヴァリと INS アリハントを含む 15
隻の潜水艦隊が取り囲んでいる。潜水艦の
一部はほどなくして退役予定だが、最大 10
席で常に行動を起こせる。カルヴァリ、 
アリハント、そして 9 億米ドルの取引で 10 年 
間ロシアからリースされた原子力潜水艦を 
除いて、残りの船隊は、10 隻から 8 隻に 
減少した 3,100 トンのシンドゥゴーシュ級 
 （ロシア原産キロ型）潜水艦と、1,850 
トンのシシュマール級ドイツ原産 HDW 
209 型潜水艦 4 隻で構成されている。潜水
艦の所定稼働寿命は約 25 年だが、8 隻の
キロ型級は既に 23 から 28 年就航してお
り、HDW は 20 から 28 年就航している。

最新のキロ型級戦艦一つである INS シン
ドゥラクシャック（Sindhurakshak）は 1997
年に着任したが、2013 年 8 月にインド海軍
で最悪の平時災害となった、ムンバイの停
泊所で爆発により破壊され、3名の将校と 15
名の乗組員が死亡した。 

残存する課題
アフリカの角からマラッカ海峡、そして南
シナ海を越えた海域を統合しようともくろ

DCNS の従業
員は、2016 年
4 月、フランス、
ラ・モンターニュ 
 （La Montagne）
にある海軍防衛会
社であるスコルペ
ヌ潜水艦のプロペ
ラを見ている。 
ロイター
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む海上大国として、インドは潜水艦隊を強
化し、輸送船の戦闘グループを拡大した
いと考えている。部隊レベルを確保するた
め、1999 年に内閣安全保障委員会が承認し
た 30 年計画の下、2030 年までに 24 隻の新
しい潜水艦を導入することを目標とした。
予定では、半分は 2012 年まで他の国家との
協力の下で建設され、残りの 12 隻は国産で
設計建造されるはずだった。 

スコルペンプロジェクトの時間とコス
トが懲戒していることで、目標までの道
のりがまだ遠いことが明らかになってい
る。開発の遅れは、アラビア海、ベンガ
ル湾、インド洋に隣接する 7,615 キロメー
トルの広大な海岸線を有するインドに戦
略的な影響を与える可能性がある。その
島の飛び地の一つである、アンダマン 
 （Andaman）とニコバル（Nicobar）は、
インド本土よりもビルマ、タイ、インド
ネシアに近い。国際貿易の 90 パーセント
以上が海上輸送に依拠しているため、 
インド海軍は必要不可欠な海上通信線を
確保することを課題としている。

INS アリハント（Arihant）は、3 隻の原
子力推進艇のシリーズのうちの1隻で、29
億米ドルのコストをかけ、国内で開発 
および建造された。本来 1998 年に着想されて 
いたが、2009 年 7 月に着水し、7 年以上後
に着任している。ロシアの設計士が、改良
された Akula-1 潜水艦設計に基づいたこの

プロジェクトを支援している。6,000 トン
級の INS アリハントは、官民提携を通じて
製造され、その 83 メガワットの原子炉はバ
ーバ原子核研究センター（Bhabha Atomic 
Research Centre）によって設計され、その
船体はラーセン&トゥブロ社（Larsen &  
Toubro Ltd）によって建造され、ヴィシャ
ーカパトナム（Visakhapatnam）にある船
舶総合プロジェクト局の造船センターに 
よって組み立てられる。

INS アリハントは、700 キロメートル
の射程を持ち、1 トンの核弾頭を運ぶこ
とができる、国産の Sagarika K -15 船/潜
水艦発射弾道ミサイルを 12 個装備してい
る。110 メートル級のアリハントの 100 人
のクルーは、ロシアの専門家による訓練
を受けている。

攻撃型原子力潜水艦 (SSN)での軍事行
動と訓練の経験の例として、インド海軍は
2012 年 4 月に 10年間のリースでロシアか 
らアクラ型原子力ボートを引き継いだ。 
この 8,140 トン級の潜水艦は、73 人の乗組員 
をのせ、INS チャクラ II として再登録さ
れ、海軍将官潜水艦の基地でもあるヴィシ
ャーカパトナム（Visakhapatnam）に配備
された。このボートには 100 日間の耐久性
があり、速度は 30 ノットに達し、600 メー
トルの深さまで潜水することができる。 
しかし、リース契約に従い核弾頭を運べな 
いが、8つの魚雷発射管が装備されている。 

2017 年 10 月、ベ
トナムとシンガポ
ールも含まれる 4 日
間の表敬訪問で、
フィリピンのマニ
ラにドッキングす
る準備をしている
マルチロケット、
対潜水艦ランチャ
ー、INS カドマット 
 （Kadmatt）。 
AP通信
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当時のソビエト連邦は同様に、1988 年 
から 1991 年にインド海軍にINSチャクラ 
 （Chakra）と名付けられたアクラ（Akula）I 級
の SSN をリースした。

地域での構築
インドは、過去に戦争を起こた両隣国、パキス
タンと中国による海底戦闘能力の着実な構築に
ともなって、沿岸の発展に追いつくことの必要
性を切実に感じている。4 つの弾道ミサイル、
攻撃型原子力潜水艦 (SSBN)、6 つの SSN、53
つの SSK を含む、最大規模の攻撃型潜水艦隊の
一つを持つ中国政府は、長距離核兵器潜水艦を
通じて強力な海上原子力脅威を展開している。
アメリカ国防総省によると、最終的には 5 つ目
の SSBN が建造される可能性があります。5 隻
それぞれは、8,000 キロメートルの範囲で 1 ト
ンの核弾頭を運べる 12 個の JL-2 ミサイルを 
装備している。

中国もパキスタンとバングラデシュに潜水
艦を販売している。パキスタン政府に売却さ
れている 8 隻は、合計で 40 億米ドルから 50 億
米ドルのコストが推定されているが、S20 デ 
ィーゼル電気潜水艦である。最初の 4 隻は 
中国船舶重工集団（China Shipbuilding Industry  
Corp.）が建造し、またカラチにトレーニン
グセンターを設立し、2023 年までに納品さ
れる。残りの 4 隻は 2028 年までにカラチ造船
工所（Karachi Shipbuilding and Engineering 
Works）で組み立てられる。パキスタン海軍
はすでに、1990 年代に購入された 3 隻のアゴ
スタ（Agosta）90Bs（ハーリド（Khalid） 
級）潜水艦と 1970 年代後半の古い2隻の 
アゴスタ 70s（ ハシュマット（Hashmat）級）
を着任させている。 

バングラディッシュは、1 億 9,300 万ドルの
取引で中国政府から 2 タイプの 035 G 明型ディ
ーゼル電気潜水艦を調達している。これらは 
バングラディッシュ海軍初の潜水艦であり、バン 
グラディッシュ首相シェイク・ハシナ（Sheikh 
Hasina）が 2014 年 3 月に指摘したように、こう
いった軍務を「3 次元」部隊に変化させること
になる。英字新聞である Dhaka Tribune（ダッ
カトリビューン）紙は、「潜水艦基地の建設の
問題は進行中である」と付け加えている。

意思決定の遅れが、潜水艦建設における 
インドの専門知識の蓄積を妨げた。4 隻のシシュ 
マール（Shishumar）級 HDW 潜水艦に関する
以前のプログラムでは、最初の 2 隻はキール市
で HDW が建造して 1986 年にインド海軍に送
られたが、他の 2 隻は MDL が建設し、1992 年
と 1994 年に着任した。MDL は、潜水艦建設 
インフラストラクチャの構築に 1800 万米ドルを 
投資したものの、1994 年以降に廃棄された。
長年にわたって多く失われたのは、ドイツの

HDW 施設にいたインドの職員に対して施され
た訓練とスキル、そしてインドの海軍建築家や
監督者に与えられた訓練とスキルだった。造船
所は 2005 年にスコルペヌ級を建造する契約を
締結した後、再び始めなければならなかった。 

建造期間を短縮する統合建設の生産能力を
高めるために、MDL の 2014 年に 1 億 3000 万米
ドルかけたマズドッグ近代化プロジェクト 
 （Mazdock Modernisation Project）では、新しい
施設を設立し、さらに潜水艦の2つのラインを
同時に建設するために 3,500 万米ドルかけて小
区分化組立て工場を設立した。

プロジェクト-75の見込み
プロジェクト-75 インドには 120 億米ドルの 
価値があり、そのコストは外国の協力者からの 
オフセットと技術移転の程度によって高まる可能 
性がある。

インド海軍が発行した情報要求は、改良さ
れたスコルペヌ級を推進する海軍グループ、
ドイツのタイプ 214 を推進するティッセンク
ルップ・マリン・システムズ（ThyssenKrupp 
Marine Systems）、A26 を推進するスウェー
デンのサーブ コックムス ab、 Amur 1650 を
推進するロシアのルビーン海洋工学中央設計
局（Rubin Central Design Bureau for Marine 
Engineering）からの応答を引き出した。S-80
級の提供を期待されていたスペインのナバン
ティア（Navantia）と、そうりゅう型潜水艦
を共同生産する日本の三菱重工業と川崎重工
業は、最初は競合になるとみなされていたが
後退した。

プロジェクト-75インドでは、国内の公共 
または民間の造船所で 6 隻の SSKS を建造する
必要があり、外国の技術パートナーと協力して
現代的な従来型の潜水艦を構築する可能性があ
る。これら潜水艦は AIP を搭載し、巡航ミサイ
ルを装備し、国産機器とセンサーとも互換性が
ある。技術パラメータは 4 社の回答に基づいて
定義され、正式な入札依頼が発行された後に技
術的および商業的入札を提出する必要がある。 

選定プロセスにはおよそ 2 年かかり、最初
の潜水艦は取引が完了してから 8 ヵ月後に着水
するとみられている。技術が移転されると、
海軍設計局（Naval Design Bureau）と造船所
の国産の固有の設計能力が強化される。潜水
艦はインド海軍の作戦要件に合った変更と 
改良を組み込んでいるため、既存の設計の派生 
物となる可能性が高い。

インドは海中へのアクセスを取り戻そうと
努めているものの、潜水艦隊を基本レベルまで
強化するには、より多くの努力、政治意志、 
そして最低限の資金が必要である。o

この記事は、2018 年 1 月 29 日-2 月 11 日にビジネスインディア（Business 
India）誌で初めて掲載された。 
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ボイスIPDF

インドは東を単に見つめているだけの存在では 
なく、東に向かって行動を起こすことで、地域のパワー 
バランスに積極的に貢献したいと思っている。インド
太平洋の協力の性質と範囲を決めるのはインドの 
役割ではないが、話し合いと経験を通じて、インド
は協力を強化することで、相互の安全保障上の利益
に役立つ領域を見つけることができる。インドネシ
ア海事担当調整大臣ルフト・パンジャイタン（Luhut 
Pandjaitan）は、「インドとインドネシアの関係は 
アジアのパワーバランスにとって重要だ。」と話してい 
る。インドネシアは明らかに、現在中国が敵対に進も
うとしている道筋を効果的に防ぎたいと、同じように
熱望している。

モディ政権による、インドと特にインド太平洋の
海域といったその伝統的な海域を結ぶ試みは、イン
ドと太平洋の間で最も忙しい輸送ルートの一つで 
あるマラッカ海峡を通る人々、物品、サービスが確実 
に行き来できるようにすることで、規則に基づく 
自由主義的な国際秩序を維持することを目的として
いる。この目的では、航行の自由、港のインフラの 
利用可能性、および市場への制限のないアクセスが
必須である。したがって、モディのインドネシア訪問 
は、両国が近隣海域にあることを強調することが主
な焦点だった。モディ首相とインドネシアのジョコ
（通称ジョコウィ）大統領は、インドとインドネシ
アの関係を包括的な戦略パートナーシップに引き上
げることに同意した。両政府による共同声明では、 
 「自由で、開かれた、透明性の高い、規則に基づく、
平和的な、繁栄を目指す、包括的なインド太平洋地
域を達成することの重要性」を強調し、「主権と 
領土の完全性、国際法、特に UNCLOS（海洋法に関す 
る国際連合条約）、航海と飛行の自由、持続可能な
開発」を支持するとしている。

一方、ジョコウィはインドネシアを海洋大国に 
転換することを目指し、自国の海洋主権に情熱を注いで 
いる。したがって、航海の自由を保護することに関し
て繰り返されている主張は、明らかに、激しい論争を
見せる南シナ海と東シナ海における領有権問題に関わ
っている中国を対象としている。インド政府は南シナ
海における中国政府との間にある領土紛争の当事者で
はないと主張しているが、インドネシアはナトゥナ諸
島周辺の漁業権について中国と論争を繰り広げてい
る。2016 年に発生した中国・インドネシア海軍間の
小競り合いの数日後、ナトゥナ諸島沖の軍艦で内閣会
議を開催したジョコウィの劇的なジェスチャーは、 
中国への意志を示すものと見なされた。

インドネシアは、インドほど中国主導の一帯一
路政策に激しく反発を示していないが、中国が期待

ヴィネー・カウラ（VINAY KAURA）

インドとインドネシアは、平和維持の 
ためにより強力なつながりを築く

戦略的な地域協力

インドとインドネシアの長い歴史上および
文化的なつながりを通じて、最近戦略的パ
ートナーシップが発展した。両国は、中華
人民共和国（中国）の急成長とその海上 
地域における意図について、複数の懸念を
共有している。2014 年以来、ナレンドラ・ 
モディ首相率いるインド政府は、「アクト・ 
イースト」政策（Act East Policy）の一環
として、多くの東南アジア諸国と自国の関
係を強化しようとしていた。これはシンガ
ポールで開催されたシャングリラ会合 
 （hangri-La Dialogue）での初めてのスピー
チに先駆けて、2018 年 5 月下旬インドネシ
アを訪問することで明らかになった。
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するほど協力的ではない。会合後、モディはインド
の「アクトイースト」政策と地域全体の安全と成長
を、ジョコウィの野心的な「海洋の要」政策と結び
つけるよう努めた。

過去、インド・インドネシア間の海上協力は、協調
された両国のパトロール、海賊行為防止パトロール、
捜索救助演習に大幅に限定されていた。これはベンガル 
湾からマラッカ海峡への入り口を一緒に制御するた
め、両国にとってより集中的な取り組みへと移行する
ことが重要である。インドはインドネシア、マレーシ
ア、シンガポール、タイとの 4 国間の協定であるマラ
ッカ海峡パトロール（MSP）に参加することへに感心
を寄せているが、その事実は背景に照らして判断する
必要がある。しかし、インドの参加はいうほど簡単な
ことではない。2018 年 5 月にバリで開かれた技術専門
家の会議でこの問題を検討したが、すぐにインド側が
MSP の運用上の微細な点を完全に理解していないこと
がわかった。前進が不可能であったため、モディ・ 
ジョコウィの共同声明では、2018 年 5 月の会議は「海上 
警備に関する戦略的な技術協力を強化する方法を探求
するためのものである」と述べるにとどまった。 

インドネシアは ASEAN の事実上のリーダーで 
ある。アメリカ・中国間の小競り合いにより、この地 

域の安全環境がますます悪化
しているため、インドネシア
政府は ASEAN がインド太平洋
地域のコンセプト化並びに進
化の中心を担うことを望んで
いる。ジョコウィは、インド
ネシアのインド太平洋のコン
セプトを「開かれた、透明性
の高い、包括的な対話の習慣
を促進し、協力と友情を増進
し、国際法を順守するもの」 
と概説している。モディのインド太平洋観はこれに
驚くほど近似している。インドは「ASEAN 中心地」
であっても、たとえアメリカのリーダーシップが 
なくとも、アジアの自由で、開かれた地域 
セキュリティアーキテクチャを維持することに 
熱心であるとしている。

インド政府は、アメリカ、日本、オーストラリア
と協力し、中国の地経学と地政学上の主張の拡大に対
抗することを後押ししてきた。インド太平洋のパワー
バランスを再形成するために、中国と直接関与し、 
その行動を抑制しようとして、ヘッジアプローチを追求 
し続けている。 

インドは、計画の中心
として、東南アジア諸
国連合（the Association 
of Southeast Asian 
Nations）の加盟国と共
にインド太平洋地域の
自由でオープンな地域
の安全保障アーキテク
チャを維持したいと考
えている。
AP 通信
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2018 年 5 月にジャカルタの大統領宮殿でインドネ
シアのジョコ・ウィドド（Joko Widodo）大統領が
同行している間、インドのナレンドラ・モディ首相 
 （中央）が閲兵式にのぞんでいる。AFP/GETTY IMAGES
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戦略的には、インドネシアはインド太平洋の重要な 
難所を横断しているため、米国並びに中国にとって同等に 
重要である。インドネシア政府は中国に明らかに傾倒 
せずに中国の投資を確保している。インドネシア政府は
中国の主張に対抗するうえで、大きな貢献をする能力と
信頼性を持つこの地域に数少ない国の一つである。また
現在、インド政府を信頼できる戦略的パートナーとして捉 
えている。

モディは、インドがスマトラ北部のサバン港に寄港 
できるよう許可するための契約をジョコウィと結び、 
インド海軍がマラッカ海峡で前線を維持する能力を強化し 
た。中国はその影響を無視していない。モディのインド
ネシアへの周遊の 1 日前に、中国の国営 グローバルタイ
ムズ（Global Times）紙は、インド政府が「戦略的なサバ
ン島への軍事アクセス」を求めている場合、中国は 
 「それを無視することはない」。したがって、インドに 
 「中国との戦略的競争に誤って巻き込まれ、最終的にひどい 
目にあってしまわないように」と主張した。

不可逆的な地政学的の変化が起こった結果、インド太
平洋は世界の武力外交の主な温床として新興してきた。 
インドとインドネシアとの新たなコンセンサスは、両国官の 
関係性を包括的な戦略的パートナーシップのレベルにひき
上げることを反映し、インド太平洋コンセプトをさらに 
発展させる、国家間のより密接な関与の基礎となり得る。
インド政府とインドネシア政府は、海洋分野における経済
と平和維持の協力を加速するため、具体的な措置を講じる
ことで合意している。海洋の持続可能な利用に関して、 
広範囲で共通の課題を共有する近隣国同士であると認識を
改め、インド太平洋地域の安全維持に貢献することが不可
欠である。モディとジョコウィにとっての課題は、インド
太平洋地域が本当に自由で、開かれた、包括的なものとな
り、海上協力を制度化することである。o

ヴヴィネー・カウラ（Vinay Kaura）は、国際事務と安全保障研究の准教であり、インドのラ
ジャスタンにあるセダー・パテル大学警察、安全と刑事司法学部の平和と紛争研究センターの
コーディネーターでもある。この記事はもともとイースト・ウエスト・センター（East-West 

Center）が作成し、アジア太平洋公報（Asia Pacific Bulletin）第437号に掲載されていたもの
である。ここで述べた意見は著者の個人的見解であり、必ずしもイースト・ウエスト・センタ
ーまたは著者が所属する組織の方針や立場を反映しているわけではない。この記事は FORUM

のフォーマットに合うように編集されている。  

不可逆的な地政学的の 
変化が起こった結果、 
インド太平洋は世界の 
武力外交の主な温床 
として新興してきた。
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南アフリカ

イギリス

ライオンサイズの成功
人工受精によって生まれ

た、世界初のライオンの
子供たちの誕生は、環境
保護活動家たちによっ

て歓迎された。研究者によると、ライ
オンの子供たちは南アフリカ北西部に
あるのプレトリアの北西80キロにある
ウクトゥーラ保全センター（Ukutula 
Conservation Centre）で生まれた。 

プレトリア大学の哺乳動物研究所
所長、アンドレ・ガンズウィント 
 （Andre Ganswindt）によると、自然
環境で妊娠し、2018 年 8 月 25 日に生
まれたオスとメスの 2 匹の子ライオ
ンは健康だと話している。

研究所のチームにとっての革新
は、18 ヵ月間にわたる集中試験の後
に訪れた。研究者は健康な雄ライオ
ンから精子を収集し、生存できる 
レベルまで雌ライオンのホルモンレベ 
ルを監視した。その後、雌に非手術
技術を用いて人工受精を行なった。

科学者さえ望めば、他の大型猫類
を保護するためにこの技術が活用で
きるため、こういった革新は続くで
あろうと話している。

アフリカの 26 カ国でラ
イオンが絶滅しており、過
去 20 年間に野生の個体数数
は 43 パーセント減少してい
る。自然保護国際連合 
 （ International Union for 
Nature of Nature ）による
と、アフリカのライオンは
絶滅危惧 II 類であると等級 
づけられている。

ガンズウィント氏は「何かしな
ければ、彼らは絶滅に直面するだろ
う」と話している。

ライオンを飼育のために移動さ
せるのではなく、北米やヨーロッパ
で飼育されて増えた象の集団と同様
に、新たな技術により、単に精子を
着床可能な雌に届けることが可能に
なった。

この研究に関わる科学者である 
イムク・ルイダース（Imke Lueders） 
は「海外の動物園ではなく、国の 
自然な範囲で、人工授精から初めて
ライオンの子供が生まれたことは、 
南アフリカにとって重要なマイルスト 
ーンだ。

 「生殖補助医療は、我々の保全
ボックスのもう一つのツールであ
る。これはもちろん唯一の解決策
ではなく、絶滅危惧種を保護する
ために使用できるもう一つの技術
である」と述べている。 
フランス通信社

人権専門テレビチャン
ネルを開始
2019 年 1 月中旬、ロンドンで人権
を専門的に取り扱う世界初の 
テレビチャンネルが開始された。
本チャンネルは主なメディア報じな 
い、隠れたストーリーを提供する
としている。

国際人権監視団(IOHR) による
と、団体のウェブベースチャンネル
では人権に関連する問題をヨーロッ
パ、南米、中東の 20 ヵ国以上に 
いる視聴者に紹介するとしている。

オフィシャルローンチの際
に IOHR のディレクターである
バレリー・ペイ（Valerie Peay）
は、「世界には声を上げること
ができない人が沢山いて、その
状況はますます悪化しているよ
うだ」と、トムソン・ロイター
財団に語っている。

難民、報道の自由、ジャーナ
リストの監禁、過激派、女性の
権利、世界中の声なき者の苦境
などがトピックスとして取り上
げられる。

「我々は 24 時間のニュース 
サイクルの世界に生きているが、ス 
トーリーが失われ、人権がないが 

しろにされているのを見ることが
多い」とペイは話している。

現在準備中のプログラムで
は、天安門広場での民主化を求
める抗議運動に対する弾圧か
ら 30 年立った中国と、技術が 
女性に与える前向きな影響と 
否定的な影響を特集している。

BBC のプレゼンターであり、
ジャーナリストでもあるヤルダ・
ハキム（Yalda Hakim）は、注目の
範囲が縮小し、サウンドバイト
が制御されている世界において、
チャンネルが「声の無き人々に声
をあげさせ」、「人権を魅力的に
する」ことを目指している、と
ローンチイベントにおいて述べ
ている。

放送は netgem.tv のインタ 
ラクティブプラットフォームで 
閲覧でき、すぐにモバイルアプリ
を介して視聴可能になる予定だ。

プログラムは英語だが、IOHR
は最終的にファルシ語、トルコ
語、アラビア語、ロシア語などで
の多言語放送を目指している。
ロイター

2018 年 11 
月、スイス、
ジュネーブの
国連ビルの近
くで中国に 
抗議する男性。
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今後の期待IPDF

香港の科学者達
抗ウイルス剤における画期的な発見を主張
香港の科学者達は、致死性ウイルス疾患の感染拡大を遅
らせる可能性のある化学物質であり、伝染病対策に 
おける革新的発見を行った可能性があると主張している。

香港大学のチームは、2019 年 1 月に発刊され
たネイチャー・コミュニケーションズ（Nature 
Communications）において、新たに発見された化学物質
は「多様なウイルスのライフサイクルを中断するのに 
非常に効果的である」と説明している。

この化学物質は、広域スペクトラム抗ウイルス薬と
して臨床試験に合格すれば多くの感染症、ひいてはまだ
出現していないウイルスにも将来的に使用することがで
きると、科学者は 2019 年 1 月にコメントしている。

近年、中東呼吸器症候群（MERS）や重症急性呼吸
器症候群（SARS）などの致死性鳥インフルエンザ株が
時々艦船が広がるため、ワクチンよりも迅速に作用する
新しい薬物の必要性が強調されている。

広域スペクトラム抗ウイルス薬は、複数の病原体に
対して使用することができるため、開発の最大目標と 
されている。対照的に、ワクチンは通常 １ つの株に対し 
てのみ保護し、抗体が生み出される前にウィルスは変異
している可能性がある。

香港チームは 2 年間の研究でマウスに対して、化学物
質 AM580 を試験し、H1N1、H5N1 および H7N9 を含む
多くのインフルエンザ株、ならびに SARS 及び MERS を
引き起こすウイルスの複製を停止したことが判明した。

また、手、足、口の疾患を引き起こす、蚊由来の
ジカウイルスおよびエンテロウイルス 71 の複製も 
阻止した。

 「これはいわゆる広域スペクトラム抗ウイルス薬
だ。つまり、多くのウイルスと戦えることを意味す
る」とチームを率いる微生物学者、ユエン博士は述べ
ている。「これは、流行性疾患の早期管理において非
常に重要だ。」

この研究は、ウイルス学者により多く研究されてい
るものの一つであり、ウイルスを直接標的にすることを
避ける薬剤を見つけるものだが、耐性につながる可能性
がある。代わりに、ウイルスが宿主細胞内で脂質として
知られる重要な脂肪酸を使用して複製する方法を中断 
する化合物を探している。

脂質の飢餓ウイルスに関する独自の研究を発表し
た、テキサス A&M ユニバーシティ・テクサーカナ
(Texas A&M University-Texarkana) のウイルスの専門家
であるベニジャミン・ニューマン (Benjamin Neuman)
は、「この研究は発展途上の科学で、わくわくするよう
な新しい方向にある初期的段階にある」と話している。

「ウイルスは、完全に宿主から盗まれた供給に依存
しており、一部の最新研究では、感染した細胞内の 
脂質の安定した流れを妨げる治療は、広範囲のウイルス 
の阻害に非常に効果があることが示されている」と 
している 。フランス通信社

微生物学者、ユエン・コック・ヤング 
 （袁國勇/Yuen Kwok-yung）博士が率いる
チームは、多くのインフルエンザ株の複製
を阻止した化学物質を試験している。
AP通信

画像：化学薬品 AM580 は、中東呼吸器症
候群コロナウイルスに感染した細胞内の
複製を阻害した。 
ネイチャー・コミュニケーションズ（NATURE COMMUNICATIONS）
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チェア・ラティは（Chea Raty）、アルビノのパイソン、
オレンジ色のコーンスネーク、あるいは鱗やひげのある
イグアナを恐れている人にとって、初の爬虫類をテーマ
としたカフェで彼らに近づいてみることが唯一の救済策
だと話す。

カンボジアの首都ですでに人気のある猫のカフェから 
事業を開始したチェア・ラティは、新たなビジネスを開始し、 
トカゲやヘビといった体をくねらす爬虫類の評判を改善し、
苦手としている人たちに誤解だと諭している。

カフェの訪問客がラテを飲み、爬虫類と一緒に遊んだ
ら、「私が彼らを大好きなように、皆さんも大好きにな
るだろう」と 32 歳のラティは、イグアナのうろこの付い
た首元をつかみながら話している。

カフェの壁際にはさまざまな長さや色の蛇が入ってい
る、ライト付きガラスタンクが並び、コーナーにはギャ
ーギャー鳴くコンゴウインコがいる。訪問者の一部は 
ためらいつつ、ケージを見つめている。生物を大胆に抱き 
しめる人もいる。 

入場料は必要ないため、訪問者はコーヒーを注文し、 
爬虫類の友人に同席をお願いする。客の注文したアイスティ 
ーは、すぐに黄色とクリーム色のボールパイソンの体を 
回転させるためのクールなアイテムになる。

訪問客の Y・ナビム（Y Navim）は最初はコーンス
ネークとの交流に逡巡していた。この種は締め付けて獲
物をしとめるオレンジ色の蛇だ。しかし、コー
ヒーを片手にしている彼女の 
手のひらにすぐに乗るようになった。 
 「カフェは非常にユニークだ」 
と話す 22 歳。「ここにいる爬虫 
類の一部は見たこともない。
美しくて怖い。」 
フランス通信社

ベスパ愛好家は 
なんでも極端が好き

爬虫類カフェ  
で恐怖に直面
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毎年、10 代の若者から老人、整備士から学生
まで、イタリアのアイコニックなベスパスク
ーターを愛しているインドネシア人が東ジャ

ワ州に集まっている。一部の人にとっては、カスタ
マイズされた車両が極端なベスパ愛の証だ。まるで
ハリウッド映画のディストピアから飛び出したよう
な、メタリックなモンスターバイクに似せてある。
何百人もの愛好家がケディリ（Kediri）のフェス

ティバルまでやってきて、リストアされたヴィンテ
ージ・ベスパから、偽のマシンガンを装備し、12 種
類の余分なタイヤやフードの装飾品としての不気味
なぬいぐるみまでを付けた、マッド・マックススタ
イルの戦車まで様々な作品を展示している。フェス
ティバルでのコンテストに参加するには、どれだけ
カスタマイズされた車両でもベスパのエンジンが 
搭載されている必要がある。ほとんどの参加者はブラ 
ンドアイコンであるカーブフロントをそのまま生か
そうとしている。その他の装飾は、所有者とその 
予算次第で自由にできる。多くはゴミ捨て場で見つか 
る金属くず、もしくは、再利用品のみしか使用でき
ないが、一部の参加者は装備に大盤振る舞いだ。 

1990 年代以来、ベスパの改良をしてきた 43 歳の
祖父であるペイド（Peded）氏は、スクーターが 
ストーリーを語るのが好きだ話す。 

 「ベスパを極端に装飾するのは好きだが、ゴミを
使うのは好きではない」とベスパにスラウェシ島の
トルヤ部族の土地でとれた、巨大な水牛角を飾り立
てているペイド氏は話す。 

3 日間のフェスティバルが開催されて、今年で 3 年
目になる。これは国内各地で開催されているいくつか
のフェスティバルのうちの 1 つである。フェスティバル 
のハイライトには、ルックスが一番優れているエン 
トリーを選ぶコンテストやスピードバイクのための 
ダートラックレースが含まれている。ロイター



67IPD FORUM

最後の写真IPDF

写写写写写加加加加加ISSEI KATO加 | 写写写写 

光
漢

2018 年 6 月7日、台湾中心部、台中市にある清泉崗空軍基地で実施される漢光演習に参加する台湾軍兵士。 
年間演習の中で最大規模として位置づけられるこの演習では、中華人民共和国による侵略を想定して演習して
いる。台湾の蔡英文大統領は、中国政府が台湾に対する軍事と外交の圧力を増し、緊張が高まっているため、
軍事訓練を主導した。台湾は以前、中国人民解放軍の空軍による一連の訓練を脅迫行為だとして非難していた。 
 「我々の軍の戦闘効果は国家安全保証となる。それは社会の繁栄の基礎であり、民主主義と自由の価値観の 
バックアップフォースである」と台中で話したと、ロイターは伝えている。

写真撮影：サム・ヤー（SAM YEH） | AFP/GETTY 画像 



無料購読雑誌
インド太平洋防衛フォーラムは、インド太平洋地域の安保問題に関連する

人々を対象に無料提供している軍事雑誌です。

以下を明記してください。
• お名前
• 職業
• 役職または階級
• 郵送先住所 
• メールアドレス

www.ipdefenseforum.com/subscribe

申込書の郵送先： IPD FORUM Program Manager 
   HQ USINDOPACOM, Box 64013 
   Camp H.M. Smith, HI 
   96861-4013 USA

無料購読のお申込み先：

Facebook や Twitter  

でフォローしてください。

新しい
コンテンツを 

毎日
   更新！

www.ipdefenseforum.com

適切で 意義深い。
オンライン記事


